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評価調査結果要約表（終了時評価） 

1. 案件の概要 

国名：タンザニア共和国 案件名：村落給水事業実施・運営維持管理能力強化

（RUWASA-CAD）プロジェクトフェーズ 2 

分野：村落給水 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：総額（予算）  約 3.9 億円

 

協力

期間 

（R/D）：2011 年 5 月 23 日 先方関係機関：水省、首相府地方自治庁 

協力期間：2011 年 8 月 –2013 年 7

月(24 ヶ月間), 2014 年 7 月 - 2015

年 5 月(10 ヶ月間) 

日本側協力機関：無し 

他の関連協力：無し 

1-1 協力の背景と概要 

タンザニアは、94万5,000km2の国土に約4,160万人の人口を擁するが、その82.5%にあたる約

3,430万人が村落部に居住している。しかし、2010年時点で村落部における安全な水へのアクセ

スは58.7%に限られている。タンザニア政府は、第2次国家水政策（2002年）に基づき、セクタ

ーワイドアプローチのコンセプトをベースにした水セクター開発プログラム（Water Sector 

Development Programme：WSDP）を2007年2月に立ち上げた。WSDPの4コンポーネントの1つで

ある「地方給水・衛生」プログラム（Rural Water Supply and Sanitation Programme：RWSSP）で

は、2025年のTanzania Development Visionのゴールまでに地方部で90%の給水率を達成すること

を目標としている。タンザニアでは、行政機構の地方分権が進展しており、従来の中央政府主

体の給水事業の実施と施設の維持管理から、自治体（県）への権限委譲が急速に進められた。

そのため、地方給水事業の実施と運営管理に係る自治体職員の能力強化が必要となっていた。

上述の背景から、タンザニア政府は、日本に対して技術協力プロジェクト「村落給水事業実

施・運営維持管理能力強化計画（Rural Water Supply and Sanitation Capacity Development：

RUWASA-CAD、以下フェーズ 1）」を要請し、国際協力機構（以下、JICA）は、2007 年 9 月か

ら 2010 年 8 月までの 3 年間の技術協力プロジェクトを実施した。同フェーズ 1 の成果として、

県給水・衛生チーム（District Water and Sanitation Team：DWST）を対象とした、能力向上を行

うための各種研修教材及び研修実施スケジュールを含んだ、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」

が取り纏められた。その後、タンザニア政府の要請により、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」

の全国レベルでの適用を目的として、RUWASA-CAD フェーズ 2 プロジェクト（以下、プロジ

ェクト）が、2011 年 9 月より開始された。しかし、2012 年 2 月に実施された中間レビュー調査

において、上記研修パッケージを適用するべき自治体職員の能力開発（Capacity Development：

CD）を行うための WSDP 予算の未執行、機材や施設偏重の予算消化が明らかとなり、プロジ

ェクトの第 2 年次終了（2013 年 7 月）をもって、プロジェクトは休止された。その後 2014 年 6

月に、プロジェクトの活動目的が、WSDP のプログラム実施マニュアル（Program Implementation 

Manual：PIM）の有効性を向上するための改訂と、自治体職員の能力開発を重視した CD 計画

の策定と活動を実施するための CD 実施ガイドライン策定に再整理された。この新たに改訂さ

れたプロジェクトデザインマトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づき、プロジェク

トの第 3 年次が 2014 年 6 月～2015 年 5 月の 1 年間で実施されている。 
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1-2 協力内容 

タンザニア国の村落給水事業の実施機関の実施能力を強化するために、業務要領の再編集、

能力強化ガイドラインの作成を行い、それらを周知し、能力強化の実施の仕組みがガイドライ

ンに基づく研修によって検証される。 
 

(1) 上位目標 

RWSSP 実施機関の事業実施能力が強化される。 

(2) プロジェクト目標 

RWSSP の実施機関が事業を適正に実施するための能力開発を支援する仕組みが強化される。

(3) 成果（アウトプット） 

① RWSSP に関する既存 PIM 付属資料が改訂され、実施機関に周知される。 

② RWSSP に関する CD 実施ガイドラインが作成され、実施機関に周知される。 

③ 能力強化を支援する仕組みが、CD 実施ガイドラインを用いた ToT 研修を通じて検証され

る。 

(4) 投入 

日 本 側 ： 専門家派遣：専門家 10 名（64.2 人月）機材供与：796 千円、本邦研修：5 名

（1 コース）、現地業務費：37,659 千円 

相手国側 ： カウンターパート配置：15 名、ローカルコスト支出：1,882,919 円、 

事務所施設提供：ダルエスサラーム市内の水省本部内 
 

2. 評価調査団の概要 

日本側 (1) 団長・総括 

(2) 調査計画 

(3) 評価分析 

宮崎 明博

吉武 尋史

飯田 春海

国際協力機構 地球環境部水資源第 2 チーム課長

国際協力機構 地球環境部水資源第 2 チーム職員

グローバル・リンク・マネジメント（株） 

タンザニア側 Ms. Catherine G. Bamwenzaki

Ms. Prisca Henjewele 

水省 地方給水局 副局長 

水省 地方給水局 住民開発官 

期  間 2015 年 1 月 31 日～2 月 22 日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1) 成果１～３の達成状況は以下のとおりである。 
 

成果１：RWSSP に関する既存 PIM 付属資料が改訂され、実施機関に周知される。 

成果１の活動の対象となる WSDP の PIM 付属資料（地方給水分野）のドラフトの作成は終

了し、現在、Web 上で水省のホームページへのアップロードの作業が行われている。以下に

ある通り、右の作業において全ての自治体からのアクセスの確認の後に、PIM 付属資料の最

終化が行われる。そのため、指標の 1‐1 及び 1‐2 はプロジェクト終了までに達成されるこ

とが見込まれている。また、州政府及び自治体の給水関係者に対する普及セミナーは 4 月に

開催が予定されており、指標 1－3 及び 1－4 はその際に達成が確認される。成果 1 はプロジ

ェクト終了までに達成が可能と思われる。 

 

指標 1‐1：改訂された PIM が策定される。 
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プロジェクトは、PIM 付属資料（地方給水分野）のドラフトを策定し、Web 上で水省の

ホームページへのアップロードの作業が行われている。同作業の終了後、パブリックヒアリ

ングを実施し、その結果を反映した上で、2015 年 3 月中に最終版が水省に提出される予定

である。 
 

指標 1‐2：改訂された PIM に全ての RWSSP 実施機関（州：25、LGA：166）がアクセス可能

になる。 

プロジェクトは、PIM 付属資料の改訂を、現在、Web 上で水省のホームページにアップロ

ードする作業を行なっている。同作業終了後、情報の技術的なメンテナンスについては、水

省 ICT 課が行う予定である。 
 

指標 1－3：RWSSP 実施機関（州：25、LGA：166）の 80%以上が、普及セミナーに参加する。

2015 年 4 月に、地方給水事業実施機関を対象とした PIM 付属資料の改訂結果に関する普及

セミナーが開催される予定である。同セミナーの開催に際して、水省の次官より地方給水事

業実施機関に対し、出席を要請するレターが発出される予定である。 
 

指標 1－4：普及セミナーに参加した RWSSP 実施機関の参加者からの評価の 80%以上が“素晴

らしい” か“良い”となる。 

上記普及セミナーにおいて、地方給水事業実施機関からの参加者に対するアンケートが実

施される予定である。PIM の改訂に先立って実施された質問票を用いた調査の結果を反映し

た内容となっているため、同セミナーの参加者である同実施機関からは高い賛同が得られる

ことが予想されている。 
 

成果２：RWSSP に関する CD 実施ガイドラインが作成され、実施機関に周知される。 

成果2の活動目標であるCD実施ガイドラインは既に策定されており、水省は同ガイドライン

に則ったCD活動の支援予算を来年度に確保することを明らかにしている。従って、指標2－1

及び2－2は達成されている。指標2－3の達成に関しては、4月にプロジェクトが開催予定の普及

セミナーにおいて、改めて確認されるものの、地方給水事業実施団体からの高い参加率が想定

されるため、成果2はプロジェクト終了までに達成することが可能と思われる。 
 

指標2－1：CD実施ガイドラインが策定される。 

CD実施ガイドライン（地方給水分野）は、プロジェクトによって、2015年1月末に策定さ

れた。 
 

指標2－2：CD実施ガイドラインのドラフト版のWSDPで使用することを水省が公式に承認す

る。 

2014年12月に、プロジェクトは、GIZの支援を得てWSDPのCDサブグループ会合を開催した。

同会合において、水省・地方給水局の副局長（業務計画担当）より、CD活動の実施支援に必

要な来年度予算として、130万ドル程度を確保するとの表明があった。CD実施ガイドライン

の策定後、地方給水局においてCD活動を継続的に実施する体制の確保の一環として、同局ス

タッフであるカウンターパート（Counterpart：C/P）1名が責任者として任命された。また、

水省全体のCD活動のモニタリングは、総務人事部（DAHR）が行うこととなった。 
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指標2-3：普及セミナーに参加したRWSSP実施機関（州：25、LGA：166）の出席率が80%以

上になる。 

2015 年 4 月に普及セミナーが開催される予定であり、指標 1－3 と同様に、水省次官より地

方給水事業実施機関に対し、出席を要請する予定である。 
 

成果３： 能力強化を支援する仕組みが、CD 実施ガイドラインを用いた ToT 研修を通じて検

証される。 

プロジェクトは、2015 年 2 月現在、州給水・衛生チーム（Regional Water and Sanitation Team：

RWST）を対象とした ToT 研修を 2 回に分けて実施する。本終了時評価調査実施時点で、第 1

回目の研修は終了しており、研修の内容に係る参加者の満足度調査の結果が明らかとなった。

第 2 回目の研修は、終了時評価調査の翌週に実施予定であり、その後に、指標 3－1 及び 3－2

の達成が確認される。これまでの活動の経緯を考慮すると、成果 3 の達成は可能と思われる。
 

指標 3－1：全国の RWST（25 州）に対する ToT 研修が実施される。 

プロジェクトは、RWST を対象とした ToT 研修を、2 回に分けて実施することとしており、

第 1 回目の「CD 実施ガイドライン及び運営維持管理」研修（2 月 9 日～2 月 13 日）は実施済

である。また、「計画及び実施」研修（2 月 23 日～27 日）が、実施される予定である。 
 

指標 3－2：ToT 研修の参加者の研修内容に関する評価の 80%以上が“素晴らしい  

“（“Excellent”）” か“良い”（“Good”）となる。 

第 1 回目の「CD 実施ガイドライン及び運営維持管理」研修（2 月 9 日～2 月 13 日）には、

全国から州給水アドバイザーとコミュニティ開発官が、其々、参加した。各州からの出席者

率は 100%であった。プロジェクトでは、参加者の研修内容に対する満足度として、「理解度」

と「業務への有効性」から成立すると定義している。同研修全 9 セッションの満足度調査の

結果は、１）理解度は、80.6%の参加者が‟Excellent”、もしくは‟Good”と評価した。また、２）

研修内容の業務への活用度合については、87.9%の参加者が‟Excellent”、もしくは‟Good”と評

価した。両者の平均をとると研修内容に‟Good”以上の満足度を示して参加者は、84.0%であっ

た。 
 

(2) プロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。 

RWSSPの実施機関が事業を適正に実施するための能力開発を支援する仕組みが強化される。

プロジェクト活動の結果として、各指標の達成状況は、以下のとおりである。現在の活動の

経過とその方向性から、プロジェクト目標の達成は予期出来るものである。 
 

指標 1. 改訂された PIM 付属資料（RWSSP）を、WSDP で使用することを水省が公式に承認

する。 

プロジェクトが PIM 付属資料（地方給水分野）を 2015 年 3 月末に最終化した後に、水省の

次官より、州及び自治体の関係者に向けて同付属資料を紹介するための公式レターが発出さ

れることとなっている。 

プロジェクトは、その利用者である州政府及び自治体の給水事業関係者の視点に立って、

PIM 付属資料（地方給水分野）を大幅に改善した。同 PIM 付属資料（地方給水分野）は、Web
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上で水省のホームページに掲載されると同時に、同付属資料のデータは、光学メディア

（DVD-R）に焼き付けられた上で、各州政府及び自治体に配布される予定である。この結果、

全ての地方給水事業実施機関は、改訂版の PIM 付属資料（地方給水分野）を常時、閲覧する

ことが可能となる。 

しかしながら、プロジェクトによって、PIM 付属資料は、WSDP の枠組みの中に用意され

たものの、WSDP の効果的な実施に向けて、水省や WSDP の関係者は、地方給水事業実施機

関が同付属資料を実際に活用しているかどうかを、モニタリングして行くことが必要となる。

また、同付属資料は、その活用状況や給水事業の現状に応じて、必要な時期に適宜、改訂さ

れていくことが不可欠となる。 
 

指標 2. TWG-2 で改訂された PIM 付属資料（RWSSP）の更新方法が策定される。 

今後、プロジェクトは、PIM 付属資料（地方給水分野）の内容を更新する方法を、水省側

に提案する予定である。 
 

指標 3. ToT 研修に参加した 80%以上の RWST が、CD 実施ガイドラインに沿って、広域 CD

支援活動計画を準備する。 

プロジェクトが、2015 年 2 月に実施する ToT 研修において、各州政府の参加者は、同研修

の中で作成するアクションプランにおいて、広域 CD 支援活動計画の策定が求められている。

そのため、対象となる全 25 州中、少なくとも 20～22 州（90%～80%）は、実施可能な同活動

計画を準備すると想定されている。 
 

(3) 上位目標の達成予測は以下のとおりである。 

RWSSP 実施機関の事業実施能力が強化される。 

現状において、上位目標の達成は、PIM（本文及び付属資料）の継続的な活用と効果的な CD

活動の実施が必要となる。プロジェクトの終了までに、そのような環境が水省において整備さ

れるかの見極めが必要である。しかしながら、現状においてはそのような条件が整えられるか

どうかを判断することは困難である。 
 

指標 1：水省の年次総会における質問票調査において、改訂された PIM 付属文書に関して、

地方給水事業実施組織の参加者からの評価の 80%以上が“素晴らしい” か“良い”となる。 

水省の年次総会は、毎年 6 月から 9 月の間に開催され、全国の州政府（州給水アドバイザ

ー）及び地方自治体（県給水エンジニア）の給水関係者が参加する重要な会合である。同会

合において水省は、地方給水事業実施に携わる関係者から PIM 付属文書の使用状況や使い易

さに関する情報について、直接的に得るための質問票調査を実施することが奨励される。 
 

指標 2：RWSSP 実施機関に対して CD 実施ガイドラインに沿った広域 CD 支援活動の実施件

数の割合が、計画値に対して 80%以上となる。 

現状において、各州政府が、域内の自治体に対する広域 CD 支援活動をどの程度、継続的

に実施しているかを想定することは困難である。CD 実施ガイドラインにおいて、各州から提

出される広域 CD 支援計画の中で有効性の高い提案を年間 10 件から 15 件、水省の能力向上・

研修局が採択することとなっている。同計画の予算上限は 30 万ドルと定められており、WSDP
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フェーズ 2 の実施期間中は、継続的に予算が支出されることが必要となる。また、2015 年 1

月、水省内に、事務次官の諮問会議として CD 実施コミッティーが設立され、CD 計画の進捗

状況を定期的に確認していくこととなっている。 
 

3-2 評価結果の要約 

評価 5 項目として、妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性に係る評価結果は以下の

通りである。 
 

(1) 妥当性－「高い」 

タンザニア政府は「タンザニア開発ビジョン 2025」(1999 年)や第二次貧困削減戦略である

MKUKUTAⅡの重点分野として地方部の水供給率の向上を掲げている。現在、実施されている

WSDP（2007 年～2025 年）では、そのためのコンポーネントとして RWSSP が実施されている。

プロジェクトは、RWSSP の各実施機関の能力開発を通じた同プログラムの実施効果の改善を目

的としていることから、タンザニア政府の国家開発政策及びプログラムの内容と合致している

と言える。他方、日本政府の対タンザニアへの国別援助方針（平成 24 年 6 月）では、環境保全

と両立した経済と社会開発を支援することを基本方針としており、「給水・水資源管理」分野は、

開発目標の一つとして位置付けられている。プロジェクトは、同分野におけるインフラの効果

的な運用と自立的な維持管理に必要な人材育成の一環として実施されている。また、WSDP の

フェーズ 2 の開始に伴い、同フェーズ 1 で、地方給水実施機関が PIM を参照せずに事業を実施

してきたことや、実質的な CD 活用が行われなかったことへの対応の必要性が WSDP の関係者

間で認識される中で、プロジェクトの目標設定は適切であり、妥当なプロジェクト・デザイン

となっている。 
 

(2) 有効性－「高い」 

プロジェクトは、WSDP フェーズ 1 では各ドナーから重要視されながらも取り組みが遅れて

いた PIM 付属資料（地方給水分野）の改訂と共に、自治体の実践可能な CD 活動を奨励する

CD 実施ガイドラインの策定を行った。これらの成果を得るために、プロジェクトのフェーズ 1

及びフェーズ 2 の前半での知識と経験が十分に活用された。今後、プロジェクトは、PIM 付属

資料を、水省の公式な承認を得ると共に、同資料の更新方法を同省に提示する予定である。ま

た、州給水・衛生チームに対して実施されている ToT 研修を通じて、各州の広域 CD 支援計画

の策定を図る予定である。プロジェクト目標は、その実施期間が終了するまでに達成されるこ

とが可能である。 
 

(3) 効率性－「やや高い」 

プロジェクトの投入は、活動や成果の達成に全面的に活用されている。現在は水省の地方給

水局を中心に、日本人専門家チームの活動に対応する専従の C/P が配置されている。そのため

プロジェクト前半で指摘されていた、日常業務における日本人専門家と水省 C/P の関係性は、

改善されている。プロジェクト終了までに各成果の達成が見込まれているものの、活動計画と

の対比において、数週間ほど遅れている活動も有り、更なる徹底管理が必要である。 
 

(4) インパクト－「中程度」 
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プロジェクトが改訂を行った PIM の活用によって、WSDP フェーズ 1 で課題となった給水施

設の建設に係る建設事業者との契約や、流域河川事務所と協調して地域の水資源に配慮した自

治体の給水計画の策定など、幅広い改善が期待される。PIM 及び付属資料が効果的なツールで

あり続けるには、地方給水事業実施機関による活用状況や給水事業の現状に応じて、適宜、改

訂されていくことが望ましく、水省は、そのための組織体制を整備することが求められる。プ

ロジェクトの終了までに、そのような環境が水省において整備されるか見極めが必要である。

また、CD 実施ガイドラインに則った州による広域 CD 支援活動の継続的な実施に関しては、

WSDP フェーズ 2 の実施期間中の継続的な予算支出が求められる。 

他方、WSDP に参加する他ドナーは、プロジェクトが改訂した PIM 付属資料（地方給水分野）

を、PIM の本文及び他分野の付属資料を改訂する際に必要な成功事例と捉えて、今後の展開に

高く期待している。これはポジティブなインパクトと言える。一方、ネガティブなインパクト

は観察されなかった。 
 

(5) 持続性－「中程度」 

プロジェクトの効果の持続性に関し、政策や制度面については、タンザニアの政府開発計画

及び WSDP の実施より、引き続き、維持される見込みである。しかし、組織及び財政的側面に

関して、水省による PIM の活用に係るモニタリングや必要に応じた改訂を図るための組織体制

作り（地方給水局内の責任の所在の明確化等）は、本終了時評価調査実施時点では、開始され

ていない。また、水省による CD 活動の予算に関しても、実際の支出状況の確認、検証が必要

である。技術的側面に関して、地方給水局の C/P がプロジェクト終了後も引き続き PIM 付属資

料に関与して行くことが想定されているものの、必要に応じて、WSDP の各 TWG において他

ドナー機関との協力も必要と思われる。 
 

(6) 結論 

プロジェクトによる PIM 付属文書（地方給水分野）の改訂と CD 実施ガイドラインは、WSDP

フェーズ 1 の実施結果より明らかとなった教訓に基づいて策定された。これらは、WSDP の効

果的な実施を実現するためのツールとなるものである。プロジェクトは、プロジェクトフェー

ズ 1 やフェーズ 2 の前半から得た知識を十分に活用し、短い実施期間にも関わらず、これらの

ツールを策定した。しかし、プロジェクト効果の持続性に関し、PIM 改訂版の活用状況に係る

モニタリングと必要に応じた更新を行う適切なメカニズムの確立が必要であり、そのために水

省が組織的に対処していくことが求められている。また、水省による、CD 活動を継続的に行

うための予算の確保と共に、地方給水事業実施機関による CD 活動の内容に関し、その妥当性

をモニタリングすることも重要である。 
 

4. 提言および教訓 

4-1 提言 

(1) PIM のマネージメント 

水省は PIM 改善のための意見集約を行う機会を確保する。これについては水省により開催

される AGM が、利用状況や従事者からの意見を集約するに適切な機会と考えられる。また、

水省には PIM の利用状況を把握し、その利用を促進し、PIM 改善についての意見を反映させ

ることが求められる。 
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(2) 各県での CD 研修の推進 

プロジェクトは各州に対して ToT 研修を実施するため、その後、各県に対する研修は州が

主体となって実施することとなる。各県への研修の実施促進のために水省には適宜支援を行

うことが求められる。 
 

(3) CD 研修のフォローアップ 

プロジェクトは各州の提出する CD 実施計画のうち高い評価を得た 10 州のみに予算が配分

される。水省は、村落給水の能力をタンザニア全土で維持向上させる責務がるため、採択さ

れなかった州に対しての助言や技術レベル向上のためのフォローアップが求められる。 
 

4-2 教訓 

プロジェクトは当初 3 年計画であったが、2 年実施した後、1 年間の中断を経て、プロジェク

トの目標等内容を大幅に変更して最終年度を実施している。以下の教訓は中断前も含むプロジ

ェクトすべての段階から抽出されたものであり、今後の JICA のプロジェクト形成、又は相手

国側にもプロジェクトの C/P として参考に資すると考えられる。 
 

(1) プロジェクト前提の確認 

本プロジェクトの詳細設計時に、活動の展開に際して想定されていた WSDP のバスケットフ

ァンドからの活動経費の支出が、実施機関側が作成した活動計画の予算過多や、インフラ施設

建設に優先的に資源を投入するタンザニア政府の新たな政策の影響などにより滞ったことがプ

ロジェクトの活動に影響を与えた。JICA はプロジェクト形成に際し、資金確保等の前提条件が

プロジェクト開始後も実際に活用可能か確認する必要がある。 
 

(2) 他プロジェクトとの連携 

JICA はプロジェクト形成に際し、単体での案件形成を行うのではなく、他の無償案件等、同

国内で行われている他の JICA 案件との関連を考慮し、プロジェクトの質の向上や相乗効果に

ついても十分に配慮した案件形成が必要である。 
 

(3) 問題発生時の対応 

プロジェクト実施に悪影響を及ぼす事態が発生した場合は、プロジェクト、C/P、JICA 現地

事務所間での情報交換を密にし、プロジェクト内容の変更や中止等の対策を早急に打つことが

求められる。 
 

(4) 政策変更への対応 

相手国政府が新たな政策発表や変更を行った場合、プロジェクトに重大な影響をもたらすこ

とがある。その場合はプロジェクト、相手国政府、JICA 事務所間で情報交換を行い、早急に対

策を打つことが求められるが、普段からの密なコミュニケーションを通じて相手国政府の動向

を逐次入手しておくことが望まれる。 
 

(5) バスケットファンドの活用 

バスケットファンドの活用をプロジェクトに組み込む場合、その資金の流れ、手続きについ

て案件形成時点で入念に確認し、プロジェクト実施に効果的なものとなるか十分に検討する必
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要がある。 
 

(6) 専従 C/P の配置 

プロジェクト開始当初は水省側にプロジェクト専従の担当者がおらず、プロジェクトの実施

が非効率なものとなった。JICA はプロジェクト開始に際して、相手国に専従職員もしくは専従

のチームを設置することを求め、相手国はその要求にできる限り対応することが求められる。
 

(7) 既存資源の活用 

プロジェクト形成時に既存資源として活用を想定していた PIM が、実際は活用し得るもので

なかったことが判明し、最終的にはその改訂がプロジェクト目標を達成する際の課題一つとな

った。既存資源の活用をプロジェクトで検討する際は、その存在のみならず内容まで精査し、

利用できる状況にあるかについても確認しておく必要がある。 
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終了時評価調査結果要約表（英文） 

I. Outline of the Project 

Country：Republic of Tanzania Project title：Rural Water Supply and 

Sanitation Capacity Development 

(RUWASA-CAD) Project Phase 2 

Issue/Sector：Rural Water Supply Cooperation scheme ： Technical 

Cooperation 

Division in charge：Tanzania Office Total cost：3.9 million yen 

Period of Cooperation (R/D)：23, May 2011 

(Period)：August, 2011 – July, 

2013 (24 month) , July 2014 - 

May, 2015 (10 months) 

Partner Country’s Implementing 

Organization： 

Ministry of Water (MoW) 

Supporting Organization in Japan：None

Related Cooperation： 

1. Background of the Project 

The Government of Tanzania sets the development of rural water supply as direct strategy for the 

improvement of poverty conditions, and makes a political target by revised National Water Policy 

(NAWAPO, 2002) and the Mid-term National Strategy for Growth and Reduction of Poverty (NSGRP, 

2004-2007). Consequently the Government is trying to develop institutional and organizational capacities 

to be enhanced for the achievement of Second Term of National Strategy for Growth and Reduction of 

Poverty (2005-2010) and Millennium Development Goals (MDGs).  Based on the Policy, the Ministry of 

Water has prepared a Water Sector Development Programme (WSDP) which is designed under Sector 

Wide Approach to Planning (SWAp) in February 2007. The WSDP was constituted by the four main 

components. Among those components, the “Rural Water Supply and Sanitation” intends for the 

achievement of 90% of water supply, and 75% of sanitation facilities in the rural area by 2025 of the goal 

of Tanzania Vision.  

In such context, the Government of Tanzania requested the Government of Japan to implement the 

technical cooperation for the “Rural Water Supply and Sanitation Capacity Development 

(RUWASA-CAD) Project Phase 1” (hereinafter referred to as “Phase 1”), in order to strengthen the 

system for implementation, operation and maintenance of the rural water supply. The Phase 1 has started 

from September 2007 and completed in July 2010, as a result, IAs in pilot regions1 had enhanced their 

capacity to manage RWSS services. Furthermore, the Phase 1 made clear future subjects such as 

dissemination of the “Training Package”, development of the training consultation guide and the 

complementary training materials. RUWASA-CAD Project Phase 2 (hereinafter referred to as “the 

Project”) has been started at September 2011, which has basic concept to disseminate the outcome of the 

Phase 1 to the nationwide. 

However, through the mid-term review of the Project held in January 2013, it was found that CD 

trainings were not implemented as originally expected because CD plans were not accessible from the 

                                                        
1 Pilot regions are Coast, Dar es Salaam, Lindi and Mtwara. 
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perspective both contents and financial feasibility. The Project had been into one year suspension to 

modify the project design. In April 2014, the project design was modified in accordance with the actual 

condition of WSDP, and the 3rd year of the Project based on the revised Project Design Matrix (PDM) 

version 3 commenced in July 2014.  
 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

The capacity of Implementing Agencies (IA’s) to implement RWSSP is strengthened. 

(2) Project Purpose 

The system of supporting IA’s Capacity Development is enhanced for proper implementation of 

RWSSP. 

(3) Outputs 

1) The existing PIM Annexes for RWSSP are improved and acknowledged among IAs of RWSSP. 

2) The CD Implementation Guideline for RWSSP is authorized and acknowledged among IAs. 

3) The supporting system of CD is verified through ToT training with the CD Implementation Guideline 

and PIM. 

(4) Inputs 

Japanese side： 

Expert:10, Local cost (Estimation)：37,659,201JPY. (in total, at the time of Terminal Evaluation), 

Provision of Equipment：796,340 Yen (in total), Trainees received (Training in Japan):5 

Tanzania side： 

Counterpart：15, Local Cost:Tsh33,010,5052. 

Land and Facilities：the office space in Headquarter of MoW, Dar es Salaam 

II. Evaluation Team  

Japanese  
side 

Mr. Akihiro MIYAZAKI 
 
Mr. Hirofumi YOSHITAKE 
 
 
Mr. Harumi Iida 

Leader, Director of Water Resource Management 
Team, Global Environment Department, JICA 
Evaluation Planning, Assistant Director of Water 
Resource Management Team, Global Environment 
Department, JICA 
Evaluation Analyst, Global Link Management Co.  

Tanzanian  
side 

Ms. Catherine G. Bamwenzaki 
 
Ms. Prisca Henjewele 

Asst. Director Community Management Support, 
Rural Water Supply Division, Ministry of Water 
Senior Community Development Officer, Rural 
Water Supply Division, Ministry of Water 

Period of 
Evaluation 

January 31, 2015 to February 22, 2015 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Result of Achievements 

(1) Achievement of Outputs 

Output 1: The existing PIM Annexes for RWSSP are improved and acknowledged among IAs of 

RWSSP. 

The revised PIM Annexes for RWS will have been ready and acknowledged by IAs by the end of April 

                                                        
2 JPY 1.00 is equivalent as 0.070 Tsh and 1US$ is equivalent as JPY 120.48 at JICA official exchange rate in January 2015. 
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2015. It is likely that the Project will be able to produce Output 1. 
 

Indicator1-1: The improved PIM is prepared.  

The improved (revised) PIM Annexes for RWS is going to be finalized in March 2014. The revised 

PIM Annexes for RWS are going to be uploaded in the website of MoW. The Project will conduct public 

hearing through internet on the contents of PIM Annexes, then the final version PIM Annexes for RWS 

will be submitted to MoW in March 2015 immediately. 
 

Indicator1-2: The improved PIM becomes accessible to all IAs (RS:25, LGA:166) of RWSSP.  

All Implementing Agencies will be able to access to the improved PIM Annexes for RWS after it is 

uploaded in the website of MoW at the end of February 2015. ICT division of MoW will be responsible 

to manage the website. Optical media will also be distributed to all IAs. 
 

Indicator1-3: More than 80% of IAs of RWSSP (RS:25, LGA:166) participate in the dissemination 

seminar. 

More than 80% of IAs are expected to participate. Dissemination seminar for the improved PIM will 

be organized by the Project at April 2015, participants of seminar will be all stakeholders of RWSSP 

including IAs. PS of MoW will issue the invitation letters to all IAs to participate the seminar. 
 

Indicator1-4: More than 80 % of participants from IAs of RWSSP in the dissemination seminar rate 

“Excellent” or “Good” on the contents of the improved PIM. 

   It is expected that more than 80% IAs in the dissemination seminar would show positive response to 

modification of the contents. The Project will conduct public hearing about the contents of PIM Annexes 

in the dissemination seminar. PIM Annexes are being improved with the reflections from surveys before 

the improvement of PIM Annexes, therefore, positive response would be expected. 
 

Output 2: The CD Implementation Guideline for RWSSP is authorized and acknowledged among 

IAs. 

The Project is likely to produce Output 2, since CD Implementation Guideline has been prepared for 

all IAs and it was substantially authorized in CD sub-group meeting.  
 

Indicator 2-1: The draft CD Implementation Guideline is prepared. 

CD Implementation Guideline was finalized at the end of January 2015. New CD Implementation 

Guideline adapted the approach which reduces total amount of cost for implementation of CD plan by 

limitation of the range of activities. 
 

Indicator 2-2: The draft CD Implementation Guideline is authorized by MoW for official use in the 

WSDP. 

Assistant Director for Operation Planning of RWS in MoW cleared to utilize CD Implementation 

guideline and announced to prepare the budget for implementation of CD plan in CD sub-group 

meeting at December 2014. According to the announcement, MoW will secure US$1.3million per 

year as a necessity cost for CD plan implementation. 
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Indicator 2-3: More than 80% of IAs of RWSSP (RS:25, LGA:166) participate in the dissemination 

seminar. 

Dissemination seminar will be organized at April 2015, all IAs of RWSSP will be invited. PS of 

MoW will issue the letter to all IAs to attend the seminar. 
 

Output 3: The supporting system of CD is verified through ToT training with the CD Implementation 

Guideline and PIM. 

Output 3 will be achievable at this moment. 
 

Indicator 3-1:  

Two types of ToT trainings, “CD Implement Guideline and O&M” and “Planning and 

Implementation”, are conducted in February 2015. Former training was conducted from Feb. 9 to 

Feb.13, 2015 and the later will be conducted from Feb.23 to Feb.27, 2015. Regional water advisers in 

all RSs have been invited to participate in the trainings. 
 

Indicator 3-2: More than 80 % of participants for ToT training rate “Excellent” or “Good” on the 

contents of the training. 

According to the result of questionnaire survey by the Project , total 84% of participants in the “CD 

Implement Guideline and O&M” training rated Excellent” or “Good” on the contents of the training. 
 

(2) Achievement of Project Purpose 

The system of supporting IA’s Capacity Development is enhanced for proper implementation of 

RWSSP. 

Project Purpose will be achieved by the end of the project period. 
 

Indicator 1: The improved PIM Annexes (RWSSP) are authorized by the MoW for official use in the 

WSDP. 

Official letter to IAs to introduce improved PIM Annexes for RWS will be issued by Permanent 

Secretary of MoW once contents are finalized in March 2015. The Project will propose the monitoring 

and update method of revised PIM Annexes in TWGs. 
 

Indicator 2: The update method of the improved PIM Annexes (RWSSP) is formulated in TWG-2. 

A proposal from the Project regarding the up-dating PIM was accepted and agreed by stakeholders in 

the preparatory meeting of modification of PIM in WSDP held in October 2014. 
 

Indicator 3: More than 80% of RWST, which participated in ToT training provided by the Project, 

formulates the annual CD plan for their LGAs in line with regional scale CD implementation 

procedure stipulated in CD implementation guideline. 

More than 20 regions out of 25 (80%) are expected to formulate CD plans. According to CD 

Implementation Guideline, each RWST is required to formulate the annual CD plan for regional scale 

activities which supports LGAs’ capacity development. In ToT training conducted in this February, all 

participants made action plans, in which the formulation of the annual CD plan for regional scale 
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activities was included. 
 

(3) Achievement of Overall Goal 

The capacity of Implementing Agencies (IA’s) to implement RWSSP is strengthened. 

Achievement of Overall goal is uncertain at this moment. 
 

Indicator 1: The results of the questionnaire survey by Annual General Meeting (AGM) show that more 

than 80 % of IAs implement RWSP by referring improved PIM Annexes. 

Annual General Meeting (AGM), to be held between June and September, is an important 

opportunity where all Regional Water Advisors and all District Water Engineers gather. MoW is 

encouraged to conduct a questionnaire survey in order to understand a status of PIM Annexes utilization.
 

Indicator 2: The CD support to IAs of RWSSP is provided to more than 80% of CD activities planned in 

line with regional scale CD implementation procedure stipulated in CD implementation guideline. 

Presently, it is difficult to expect the number of regional scale activities by RWST planned in line 

with CD Implementation Guideline. CD implementation committee has been formed as advisory 

council to PS in MoW. The committee intends to monitor and report the progress of CD plan 

implementation regularly. Biannual progress reports submitted from RSs would be useful resources to 

monitor implementation of regional scale activities for CD of LGA. 
 

2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

Relevance of the Project is very high. 

The aim of the Project is consistent with several policies and programs in water sector of the 

Government of Tanzania. WSDP was constituted by the four main components and “Rural Water Supply 

and Sanitation (RWSS)” being one of the components. Also, RWS has been one of the priority sectors 

under Big Results Now initiatives, and capacity development is one of its pillars. On the other hand, 

according to Japanese Assistant Policy to Tanzania announced in June, 2012, “Water supply and 

management of water resource” is one of the objectives in the infrastructure development sector. Aim of 

the Project could contribute improvement of RWS through effective implementation of WSDP. And, the 

Project is correctly designed to achieve its purpose. 
 

(2) Effectiveness 

Effectiveness of the Project is high.  

The Project has formulated the draft of PIM Annexes for RWS, which will be authorized by MoW 

after the finalization. Also, the Project will propose the way how to update the PIM Annexes to MoW and 

other members of WSDP. It would help to maintain PIM Annexes for RWS on optimal state. As an 

outcome of ToT training, the annual CD Plans for regional scale CD implementation are expected to be 

formulated by RWSTs in accordance with CD implementation guideline. The Project Purpose will be 

achieved finally, although further efforts are necessary to conduct perfectly for leading better results by 

the Project. 
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(3) Efficiency 

Efficiency of the Project is modestly high. 

Regarding implementation of the Project in the 3rd year, Inputs from Japanese side and Tanzania side 

are efficiently utilized in the project activities. Unlike the first half of the Project, the relationship between 

both sides has been kept well through implementing activities together and organizing JCC. Also, The 

Project has coordinated and cooperated well with other DPs in WSDP. However, some of activities have 

been delayed for few weeks to make results, and some indicators for Outputs have not fulfilled yet. In 

order to produce Outputs fully, the Project needs further activities by the end. 
 

(4) Impact 

Impact of the Project is fair. 

Overall Goal of the Project would be achieved if necessity conditions are met for continuous 

utilization of PIM and CD Implementation Guideline. Firstly, the appropriate mechanism for monitoring 

and facilitating IA to utilize PIM is needed. Secondly, RWSD of MoW has announced the budget for CD 

plan implementation is USD 1.3 million for next fiscal year of Tanzania. Such budget is also necessary 

for coming years to implement CD activities continuously. On the other hand, a positive impact is 

observed along the project activities, revision of PIM Annexes under this Project has been seen as a good 

practice by other members of WSDP. But none of negative impact was found.  
 

(5) Sustainability 

Sustainability of the Project is fair. 

Regarding policy and institutional aspect, as it mentioned in “(1) Relevance”, sustainability of the 

project outcome will be promising. However, concerning organizational and financial aspect, further 

efforts of MoW are necessary. Presently, the monitoring and updating mechanism for PIM has not yet 

been articulated in MoW as well as in the members of WSDP. And, securing necessary budget for CD 

throughout WSDP phase II is crucial for all IAs to keep activities for CD. Regarding technical aspect, 

C/Ps of the Project would maintain knowledge and skills but further supports by other DPs through TWGs 

would be effective to deal with issues arisen for PIM.  
 

(6) Conclusion 

The Project has almost succeeded to produce these tools within short implementation period by using 

the knowledge gained from the first half of the Project. However, by the end of project period, further 

activities would be required to fulfill all indicators of Outputs and to achieve Project Purpose. Regarding 

PIM Annexes for RWS, updating contents are essential in order to be an effective tool.  

The establishment of appropriate mechanism for monitoring and updating of PIM is needed. Also, 

securing necessary budget for implementing CD activities is crucial. Furthermore, MoW is also required 

to monitor appropriateness of CD activities by IAs. 
 

3. Recommendations 

3.1 Recommendations toward the Project achievement 

(1) Initiatives from MoW 



 

xxv 

In order to contribute sustainable capacity development in rural water supply service, MoW has to 

make further commitments and participations to the Project’s activities such as not only at official 

meetings but also daily communications toward the achievement of the Project’s goal. MoW also has to 

take initiatives for enhancing scheme of monitoring and evaluation. 
 

(2) Ensuring accessibility of PIM Annexes 

The Project has to propose the way how to update and manage PIM Annexes through WSDP-TWG, 

and ensure the accessibility of PIM Annexes from IAs in Tanzania, in order to fulfill indicators in the 

project. 
 

(3) Establishment of the system for PIM management 

WSDP-TWG is expected to commit proactive actions for monitoring and evaluation, and management 

of PIM Annexes. JICA, which is a member of WSDP, is also expected to support these activities. With 

supports from partners in WSDP-TWG including JICA, MoW has to consider a function of PIM Annexes 

management. The structure must be prepared before the end of the project to ensure smooth 

commencement of its utilization. 
 

(4) Share the information of commencement of PIM utilization 

PIM Annexes should be referred to all activities of rural water supply operations. In order to promote 

the new PIM Annexes utilization, MoW has to revise the PIM main documents with keeping consistency 

between PIM and its Annexes. MoW has to promote WSDP partners to sign the MoU for WSDP, which 

requires the agreement of MoU for disbursement of CD training budget. Also, MoW has to announce 

commencement of PIM annexes’ utilization to all regions and LGAs.  
 

(5) Monitoring management of CD implementation guidelines 

At the commencement of utilization of CD implementation guidelines after the project, MoW has to 

monitor the management of it. According to such monitoring, CD Committee under MoW is suitable 

organization for the subject of monitoring its implementation. In order to monitor its activities effectively, 

the evaluation team recommends involving the co-lead of TWG 5 in CD Committee, in order to 

effectively secure monitoring and evaluation activities on CD implementation guideline.  
 

3.2 Recommendations after the Project period 

(1) PIM Management 

In order to grasp the status of utilization, and to get information for improvement of PIM, MoW has to 

provide an opportunity, such as AGM (Annual General Meeting), where engineers in each region and 

district gather, for collecting such information continuously. After the project, MoW has to figure out the 

utilization status of PIM, promote its utilization and reflect various opinions from engineers to PIM. 
 

(2) Promotion of CD training in LGAs 

The Project conducts ToT only for RWST. After the project, the knowledge of these should be 

delivered to each LGA. This is supposed to be implemented by RWST. Therefore, MoW should promote 

and support them for its implementations of trainings to districts. 
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(3) Follow-up of CD trainings 

The project assumes that the budget for regional scale CD would be allocated for only 10-15 regions 

with qualified proposals. At the same time, MoW has a responsibility for improvement of capacity 

building of rural water supply service in all regions of Tanzania. Therefore, MoW has to advice the 

regions which are not selected to ensure equal opportunities for them. 
 

4. Lessons learned 

The lessons below are extracted from the experiences of the Project, including the first and second 

year of its period. 
 

(1) Ensuring preconditions 

On the occasion of commencement of the project Phase2, JICA assumed that enough budget and 

counterpart would be allocated by Tanzanian Government, for implementation of the Project. However, 

the Project once faced difficulties to conduct activities without participation of counterpart and 

commitment for implementation of CD plans. So that JICA has to make further efforts to ensure the 

conditions and available resources of essential elements prior to the implementation of the project. 
 

(2) Being effective project 

Through designing of the Project, JICA should have considered the collaboration with other JICA 

projects in Tanzania. The collaborations with related projects might contribute to more effective outcome 

of the Project. 
 

(3) Tackle for obstacles 

In case that a project faces troubles, difficulties and obstacle of project management, appropriate 

information sharing and discussions among the interested parties could contribute to solve the problem. 

However, when the Project faced difficulties and obstacles to conduct the project activities in the first half 

of the Project, the Project could not overcome these obstacles, and modify the Project design easily 

because the Project did not have appropriate information to solve the obstacles. The Project should work 

proactively in such case to promote close communications among interested parties and try to find the 

better way to renovate the situation. 
 

(4) Adjustment with big policies 

The initiative, BRN (Big Results Now) during the project, had a serious impact for the implementation 

of the project from the perspective of decreasing the number of the counterparts for the Project and other 

resources which the project expected to be used. The launch of this initiative delivered prolongation of the 

Project, and lead redesigning the project framework. The Project has to keep contact with related parties 

through daily businesses, in order to acquire latest information from counterpart personnel. MoW also has 

to share important information, in order to implement the Project, with Japanese experts and JICA. 

In addition to this, according to the fact that BRN policy emphasizes not only the promotion of 

developing facilities but also the importance of O&M, the Project concept, Capacity Development, could 

contribute simultaneously to the achievement of BRN. Therefore, MoW has to recognize the importance 
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of the Project outputs, and conduct proactive actions for promoting O&M with using outcomes in the 

Project. 
 

(5) Basket fund utilization 

The Project was designed to utilize basket fund to conduct some activities in the Project. However, it 

revealed difficulties for prompt disbursement and utilization of it in the first two years because of its 

complicated regulations and the necessities for harmonization among development partners. In case of 

setting basket fund for a financial resource of the project, JICA has to confirm its process of disbursement 

and its impact for the project implementation. 
 

(6) Prepare the full-time counterpart for the project 

In the beginning of the project, MoW did not designate the full-time staff or a team for the Project. 

This made its implementation ineffective with tangled procedures not only when the Project faces 

problems but also for daily tasks. JICA has to request MoW to set the full-time staff or the team for the 

project before starting the project. MoW also has to respond to such request, in order secure smooth 

implementation of the project.  
 

(8) Existing resources 

At the beginning of the project, existing PIM was supposed to be used as a resource of the project. 

However, the PIM was not well managed for use, therefore it needed to be revised. Project 

implementation without confirming possible resources related to project activities could produce the 

project outcomes ineffectively  So that JICA has to ensure not only its availability but also its status in 

case of using existing resources for an implementation of the new project. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

  (1) プロジェクトの経緯 

タンザニア政府は村落給水の開発を貧困状況の改善のための直接的戦略として位置づけ、

改訂版国家水政策（National Water Policy：NAWAPO, 2002）と成長と貧困削減のための国家

戦略（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty：NSGRP, 2004-2007）にて政治目

標とした。現在政府は、成長と貧困削減のための第二次国家戦略（2005－2010）とミレニア

ム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）の達成のために求められる組織体制の

能力の開発に取り組んでいる。この政策に基づき、水省はセクターワイドアプローチ（Sector 

Wide Approach to Planning：SWAp）の下で、2007 年 2 月に水分野（セクター）開発プログラ

ム（Water Sector Development Programme：WSDP）を準備した。WSDP は 4 つの主要なコン

ポーネントで構成されているが、このコンポーネントの一つである「村落給水・衛生」では、

2025 年までに村落地域にて 90%の給水と 75%の衛生設備を達成するというタンザニア・ビ

ジョンの目標の達成を目指している。 

このような状況下、タンザニア政府は日本政府に対し、村落給水事業の実施運営、維持

管理のシステムを強化するために、村落給水事業実施・運営維持管理能力強化プロジェクト 

フェーズ 1（Rural Water Supply and Sanitation Capacity Development：RUWASA-CAD Phase1）

の実施を要求した。フェーズ 1 はコースト州、ダルエスサラーム州、リンティ州、ムトワラ

州にて 2007 年 9 月から開始され、2010 年 7 月に終了した。その結果、プロジェクト対象地

域の各実施機関は地方給水・衛生（Rural Water Supply and Sanitation：RWSS）のサービスの

調整能力を向上させた。また、フェーズ 1 は研修ガイドと研修補助マテリアルの開発のため

の研修パッケージの全国への普及がフェーズ 1 後の目標として明確にされた。 

WSDP のプロセスの下、WSDP の実施機関の能力強化の重要性が再び理解された。これ

によりタンザニア政府は日本政府に対し、フェーズ 1 の結果を全国に展開するという基本コ

ンセプトによる村落給水事業実施・運営維持管理能力強化プロジェクト  フェーズ 2

（RUWASA-CAD Phase2）の実施を要求し。プロジェクトは 2011 年 9 月に開始された。 

しかしながら、2013 年 1 月に実施されたフェーズ 2 の中間レビューにおいては、能力開

発（Capacity Development：CD）計画が内容、予算の入手可能性の観点から活用できないこ

とから CD 研修が当初想定通り実施されていなかったことが判明した。また、これにより、

当初のプロジェクトデザインマトリックス（Project Design Matrix：PDM）のプロジェクト

目標が達成困難であることも確認された。一方、プロジェクトは 2 年目の末までそれらの問

題点に対して有効な解決策を見つけられない状況にあり、3 年次のプロジェクト活動を一時

中断することとなった。2014 年 4 月に JICA は運営指導調査によるプロジェクトのデザイン

変更を行い、変更された PDM（PDM3）に基づくフェーズ 2 の 3 年目が 2014 年 7 月に開始

された。 
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今回の終了時評価では、進捗の調査と 5 項目による評価を PDM3 に基づき行う。加えて、

プロジェクト開始当初からの経験や教訓についても導出する。 

  (2) 終了時評価の目的 

   1) プロジェクトの投入、活動、成果を評価し、プロジェクト目標と上位目標の達成見込

みを評価する。 

① PDM に基づき、進展と達成を分析し、PDM と評価 5 項目（妥当性、有効性、効

率性、インパクト、持続性）に基づき進展と達成を分析し、終了時評価レポート

を準備する。 

② プロジェクト完了に伴いプロジェクト目標を達成するために必要な手段、活動、

②プロジェクトから抽出される、今後の他のプロジェクトに反映されうる教訓等

を提示する。 

③ 合同調整委員会を開催し、評価結果について議論する。 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

  (1) 調査団の構成 

［日本側評価団］ 

1) 宮崎 明博（団長、総括） 

独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 水資源・防災グループ 

水資源第二チーム 課長 

2) 吉武 尋史（調査企画） 

独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 水資源・防災グループ 

水資源第二チーム 調査役 

3) 飯田 春海（評価分析） 

グローバルリンク株式会社 

［タンザニア側評価団］ 

1) Ms. Catherine G. Bamwenzaki, Asst. Director Community Management Support, Rural 

Water Supply Division, Ministry of Water 

2) Ms. Prisca Henjewele, Senior Community Development Officer, Rural water Supply 

Division, Ministry of Water 

  (2) 調査期間 

本終了時評価は 2015年 2月 1日から開始された。調査日程は別添資料 1「協議議事録（M/M）」

の ANNEX1 の通り。 

１－３ プロジェクトの概要 

プロジェクト名 

村落給水事業実施・運営維持管理能力強化（RUWASA-CAD）プロジェクトフェーズ ２ 

実施主体 

タンザニア国水省地方給水局 
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プロジェクト期間 

2011 年 8 月-2013 年 7 月（24 カ月間）、2014 年 7 月-2015 年 5 月（10 カ月間） 

対象地域 

タンザニア本土 

プロジェクト対象 

［直接の対象］ 

地方給水局（Rural Water Supply Division：RWSD）コミュニティ調整支援班の職員、CD 担当

の水省職員、水省総務人事局、PCU、ICT、州の給水衛生班の職員、首相府地方自治庁（Prime 

Minister’s Office-Regional Administration and Local Government：PMO-RALG）の職員 

［間接の対象］ 

CWST、VWC/COWSO と対象地域の水利用者 

上位目標 

県給水・衛生チーム（District Water and Sanitation Team：DWST）、州給水・衛生チーム（Regional 

Water and Sanitation Team：RWST）および流域管理事務所（Basin Water Office：BWO）の村落

給水・衛生事業に関する運営維持管理能力が強化される。 

プロジェクト目標 

水省コミュニティ給水局（Community Water Supply Division：CWSD）によって提供される全国

の DWST, RWST および BWO を対象とした能力開発支援が強化される。 

アウトプット 

1) RUWASA-CAD 研修パッケージが改善され、水省によって採用される。 

2) 各地域の自然環境及び社会経済状況に適応した研修の保管教材が開発される。 

3) 全国の DWST、RWST 及び BWO に対する水省 CWSD の研修支援体制が強化される。 

4) パイロット地域のコミュニティにおける給水状況の改善に向けた取り組みが強化さ

れる。 
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第２章 評価手法 

２－１ 評価のデザイン 

今般の終了時評価調査は、JICA 事業評価ガイドライン3に基づき、以下の手順によって実施し

た。 

① プロジェクトの計画を論理的に配置したログフレーム（本プロジェクトにおける PDM）を

事業計画として捉え、評価デザインを確定する。 

② いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を「実績・

実施プロセス」「因果関係」の観点から把握・検証する。 

③ 「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の 5 つの観点（評価 5 項目）から、

プロジェクトの効果（アウトカム）を評価する。 
 

上記の①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を試み、プロ

ジェクトの関係者に対して、残りの実施期間に係る提言を行うと共に、プロジェクト実施に係る

教訓を抽出する。 

２－２ 評価項目 

  (1) PDM の構成要素 

本終了時評価の評価手法において活用される PDM の構成要素の内容について、以下の表 

２-１に示す。 

表 ２-１ PDM の構成要素 

項目 内容 

上位目標 プロジェクトを実施することによって、プロジェクト終了後 3 年～5 年
程度で対象社会において発現が期待される長期的な効果。 

プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループや対
象社会に対する直接的な効果。 

アウトプット プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス
等。 

活動 アウトプットを創出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行
為。 

指標 プロジェクトのアウトプット、目標および上位目標の達成度を測るもの
で、客観的に検証できる基準。 

指標データ入手手段 指標を入手するための情報源。 

外部条件 プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を
与える外部要因。 

前提条件 プロジェクトが実施される前に実現しておかなければならない条件。 

投入 プロジェクトのアウトプットを創出するために必要な資源、人員、資機
材･運営経費・施設など。 

出所：新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）。 
 

                                                        
3 新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）及び同ガイドライン第 2 版（2014 年 5 月。） 
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  (2) 評価対象の PDM ver.3 の修正 

本終了時評価調査で対象としたプロジェクトの PDM は、2014 年 8 月に策定された PDM 

ver.3.0 であるが、上位目標の指標 1 及び 2、プロジェクト目標の指標 3 の中の数値目標が、

本調査の開始時点で未決定のままであった。そのため、本調査期間中に、日本人専門家チー

ムと水省のカウンターパート（Counterpart：C/P）で指標数値に係る協議が行われ、数値目

標を決定すると共に指標の文言を現状に沿って修正した PDM ver.3.1 が作成された4。本調査

は、同 PDM ver.3.1 に則って、最終的に評価報告書が取り纏められた。（修正前の PDM は、

別添資料 2 の「PDM（ver.3.0）」を参照のこと。また、同指標の修正項目については、別添

資料 3「Update of PDM Version 3 for the RUWASA-CAD Phase-II Project」を参照。修正後の

PDM は、別添資料 1「協議議事録（M/M）」の ANNEX 2「Project Design Matrix (Ver.3.1)」を

参照のこと。） 

  (3) 評価 5 項目 

さらに、本プロジェクトの評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は、以下の表 

２-２のとおりである。 

表 ２-２ 評価 5 項目の定義 

評価項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 
妥当性 プロジェクトと、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度な

らびに政策・方針との整合性の度合い。 
有効性 プロジェクトの目標の達成度合いを測る尺度。（プロジェクトの実施

により、プロジェクトの目標が達成され、受益者もしくは社会への

便益や課題が解決されたかを問う視点。） 
効率性 インプットに対するアウトプット。（主にプロジェクトのコストおよ

び成果の関係に着目し、投入資源が有効に活用されているか、プロ

ジェクト運営は的確になされたかを問う視点。） 
インパクト プロジェクトによって直接または間接的に、意図的または意図せず

に生じる、正・負の変化。プロジェクトが、地域社会・経済・環境

ならびにその他の開発の指標にもたらす主要な影響や効果を含む。

持続性 プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続す

る見込みはあるかを問う視点。 
出所：新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）及び JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年 2 月）。 
 

  (4) 評価グリッドの作成 

本終了時評価調査における調査項目を明確にするために、PDM に基づいて、プロジェク

トの「実績及び実施プロセス」、「評価 5 項目」の各項目を包含した評価グリッドを作成した。

同グリッドは、「A. プロジェクトの実績及び実施プロセスの検証」と、「B．評価 5 項目の

分析」で構成され、項目毎に評価設問、情報入手手段等を記載している。 

同評価グリッドの構成及びその各評価設問については、別添資料 4「評価グリッド」（和

文）を参照のこと。また、同評価グリッド結果については、別添資料 1「協議議事録（M/M）」

の ANNEX 8「Actual Project Achievement and Implementation Process」及び ANNEX 9「Result of 

Five evaluation criteria」を参照のこと。 
                                                        
4 同 PDM ver.3.1 への修正内容は、2 月 19 日の JCC において、関係者間で正式に合意された。 
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２－３ データ収集方法 

本終了時評価調査では、実績の検証及び 5 項目評価の分析作業のために、定性的・定量的デー

タを以下の方法で収集した。 

  (1) 既存資料レビュー 

以下のようなプロジェクトの関連記録、資料を参照した。 

 「タンザニア国村落給水事業実施・運営維持管理能力強化プロジェクト（フェーズ

2）・事業事前評価表」、2011 年 4 月、国際協力機構 

 「タンザニア国村落給水事業実施・運営維持管理能力強化プロジェクト・中間レビュ

ー調査報告書」2013 年 2 月、国際協力機構 

 「タンザニア国村落給水事業実施・運営維持管理能力強化プロジェクト・事業進捗報

告書(3)」、2013 年 7 月、国際協力機構 

 「タンザニア国村落給水事業実施・運営維持管理能力強化プロジェクト・業務従事月

報」、2012 年 6 月、2014 年 7 月～10 月、国際協力機構 

 「タンザニア国水分野開発プログラム（WSDP）フェーズ 1 評価レポート」、2013 年

4 月、タンザニア政府 

 「タンザニア国水分野開発プログラム（WSDP）フェーズ 2 最終ドラフト」、2014 年

6 月、タンザニア政府 

 その他、プロジェクト活動記録、プロジェクト作成のマニュアル、日本及びタンザニ

ア側の投入に係る資料、WSDP 関連資料等 

  (2) 主要関係者へのインタビュー 

主要関係者へのインタビューは、主に、水省の C/P と日本人専門家、他関係機関の関係

者を対象として実施した。（インタビューを実施した対象者名は、別添資料 1「協議議事録

（M/M）」の ANNEX 3「List of Interviewees」を参照。） 

  (3) 質問票 

現地調査の実施に先立って、予め、タンザニア側の C/P に対する質問票を作成し、送付

した。 

  (4) データ分析方法 

プロジェクトの主要文献や、活動に係る各種の資料の検討、主要関係者へのインタビュ

ーの結果について、評価グリッドの項目と照らし合わせつつ、分析を行った。そして、これ

らの分析結果を基に、評価 5 項目にしたがって評価結果を、別添資料 1「協議議事録（M/M）」

中の「合同評価報告書」として、取り纏めた。同報告書は、調査期間中に実施されたプロジ

ェクトの合同調整員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において、日本及びタンザニア

の双方の評価団が、その内容を確認した。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

３－１ 投入実績 

日本側及びタンザニア側の投入の各詳細は、別添資料 1「協議議事録（M/M）」の ANNEX 4「List 

of inputs from Japan and Tanzania sides」を参照。 

 ３－１－１ 日本側投入 

  (1) 専門家の配置 

プロジェクト実施期間中、計 10 名の専門家が派遣されている。2015 年 1 月末の時点での

専門家の分野及び派遣実績（M/M）は、以下の表 ３-１の通り、計 64.2MM である5。また、

PDM ver.3 に対するプロジェクトの第 3 年次の活動への投入実績は、14.2MM である6。 

表 ３-１ 専門家派遣実績（2015 年 1 月末現在） 

 指導科目 氏名 派遣実績(M/M) 

1 総括/村落給水（1 年次） 末永 和幸 7.0 M/M

2 総括/村落給水（2 年次） 山崎 安正 5.0 M/M

3 総括/村落給水（3 年次） 畑  裕 一  1.5 MM

4 副総括/組織能力開発 加藤 智弘 19.0 M/M

5 水理地質 斉 藤  高  5.0 M/M

6 給水施設維持管理 安藤 稔文 10.0 M/M

7 研修教材開発 為川 千秋 5.0 M/M

8 給水計画・地下水開発/データベース構築 植松 政郎 2.7 MM

9 地方給水事業実施 山崎 安正 2.5 MM

10 地方給水・衛生事業推進 門 上  綾  6.5 M/M

計 64.2 M/M
 

  (2) カウンターパート（C/P）研修（本邦研修）受け入れ 

本邦研修は、2012 年度に 1 コースが実施され、延べ 5 名の C/P が参加した。内訳は以下

の表 ３-２のとおりである。 

表 ３-２ 本邦研修の実施 

実施年度 研修コース名 参加者数 

2012 年度 「水道人材育成」研修 5 

5 

                                                        
5 プロジェクト・チームには、ナショナルスタッフとして、事務補助員、研修調整員、PIM/CD 実施ガイドライン広報調整員

が各 1 名、運転手が 2 名の計 5 名が雇用されている。 
6 表 3-1 の中で、第 3 年次の投入は、「3．総括/村落給水」が 1.5MM、「4．副総括/組織能力開発」が 5.0MM、「8．給水計画・

地下水開発/データベース構築」が 2.7MM、「9．地方給水事業実施」が 2.5MM、「10．地方給水・衛生事業推進」が 2.5MM
となっている。 
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  (3) 機材供与 

プロジェクト活動で使用する機材として、コンピューター等の事務用機器が供与された。

これまでの供与機材総額は、796,340 円である。 

  (4) 現地業務費支出 

プロジェクトの活動に伴って支出された現地業務費（ナショナルスタッフの雇用、現地

研修実施経費、消耗品、移動費、通信費等）の支出総額は、37,659,201 円である。各年次の

内訳は、以下の表 ３-３のとおりである7。 

表 ３-３ 現地業務費支出（日本円） 

年 支出額（円） 
第 1 年次（2011 年 9 月～2012 年 8 月） 128,298,100 
第 2 年次（2012 年 9 月～2013 年 8 月） 19,889,495 
第 3 年次（2014 年 7 月～2015 年 5 月） 5,471,606* 

合計 37,659,201 
*2015 年 1 月末現在の支出額 
 

 ３－１－２ タンザニア側投入 

  (1) カウンターパート（C/P）の配置 

タンザニア側の C/P は、水省より、地方給水局を中心に合計 15 名が配置された。その内、

第 3 年次は、以下の表 ３-４のとおり、9 名が C/P として配置されている。（第 1 年次、第 2

年次を含めた C/P の氏名は、別添資料 1「協議議事録（M/M）」の ANNEX 4「List of inputs from 

Japan and Tanzania sides」中の「2－1 Counterpart Personnel」の項を参照） 

表 ３-４ カウンターパート（C/P）の配置（第 3 年次） 

No. 名前 役職 

1 Ms. Frida Rweymamu 水省・地方給水局、局長 

2 Ms. Catherine Bamwenzaki 水省・地方給水局、副局長（コミュニティー管理支援課）

3 Ms. Andria Massawe 水省・地方給水局、主席技師 

4 Mr. Benitho Nikodemu Mdzovela 水省・地方給水局、技師（2015 年 2 月退職） 

5 Mr. Bokeye Mwita 水省・地方給水局、技師 

6 Ms. Lilian Aden Mlwafu 水省・地方給水局、技師 

7 Mr. Diana Kimbute 水省・水資源局、地質水理技師 

8 Ms. Maua Monella 水省・人事総務局、エコノミスト 

9 Mr. Emanuel D. Chonza 水省・プログラム調整局、シニア・エコノミスト 
 

  (2) ローカルコスト負担 

水省は、プロジェクト活動において、C/P 職員の活動手当、プロジェクトが使用する施設

やプロジェクト事務所の光熱費等を負担している。現在までの合計支出額は、33,010,505 Tsh

である8。 

                                                        
7 JICA の 2015 年 1 月時点での為替レートは、1 米ドル＝120.48 円である。 
8 JICA の 2015 年 1 月時点での為替レートは、1 タンザニア・シリング（Tsh）が 0.070 円である。 
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表 ３-５ タンザニア側ローカルコスト負担額（タンザニア・シリング） 

年 支出額(Tsh) 

第 1 年次（2011 年 9 月～2012 年 8 月） 11,983,150 

第 2 年次 2012 年（2012 年 9 月～2013 年 8 月） 12,383,150 

第 3 年次 2013 年（2014 年 7 月～2015 年 5 月） 8,644,205* 

合計 24,366,300 
*2015 年 1 月末現在の支出額 
 

  (3) 施設、機材等の提供 

ダルエスサラーム市内の水省の敷地内に、プロジェクト事務所として 1 棟が提供されて

いる。 

３－２ 活動の実施状況 

プロジェクトは、第 2 年次終了後の 1 年間の休止の後、2014 年 7 月より PDM ver.3 に従って活

動を再開した。活動再開以降、以下の 3 つの成果を達成するために、活動計画（Plan of Operation： PO）

に沿って、活動が実施されてきた。（プロジェクトの PO は、別添資料 3「協議議事録（M/M）」

の ANNEX 5「Plan of Operation (PO)」を参照。） 

活動は、多少の遅れはあるものの、概ね、PO の予定通りに実施されている。しかしながら、

いくつかの活動は、その結果を得ることが遅れている。 

３－３ 成果の達成状況9 

 ３－３－１ 成果 1 の達成状況 

成果 1：RWSSP に関する既存 PIM 付属資料が改訂され、実施機関に周知される。 

成果１の活動の対象となる WSDP のプログラム実施マニュアル（Program Implementation 

Manual：PIM）の付属資料（地方給水分野）のドラフトの作成は終了し、現在、Web 上で水省

のホームページへのアップロードの作業が行われている10。そのため、指標の 1‐1 及び 1‐2

はほぼ、達成されている。州政府及び自治体の給水関係者に対する普及セミナーは、4 月に開

催が予定されており、指標 1－3 及び 1－4 は、その際に達成が確認される。成果 1 は、プロジ

ェクト終了までに達成が可能と思われる。 

指標 1－1：改訂された PIM が策定される。 

プロジェクトは、PIM 付属資料（地方給水分野）のドラフトを策定し、Web 上で水省のホー

ムページへのアップロードの作業が行われている11。同作業の終了後、パブリックヒアリング

を実施し、その結果を反映した上で、2015 年 3 月中に最終版が水省に提出される予定である。 

                                                        
9 以下の PDM ver.3 策定時には、地方自治体数は 166 であったが、現在までに増加し 168 となっている。州行政府数は変わら

ず 25 であり、地方給水事業実施団体の合計は 193 となっている。 
10 PIM 全体の改訂の中で、本文は水省政策計画局が担当し、プロジェクトは 19 冊で構成されている付属資料の中で、その大

部分を占める地方給水分野を担当した。 
11 プロジェクトは、2014 年 8 月の WSDP/TWG-2 会合において、PIM 付属資料（地方給水分野）の改訂について出席者から賛

同を得た後、2014 年 9 月より改訂作業を開始した。 
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プロジェクトは、WSDP フェーズ 2 の実施において、地方給水事業実施機関（州及び自治体）

による PIM 付属資料の利用率を向上させることを改訂の目的として設定した12。そのため、地

方給水実施機関が PIM 付属資料を容易にアクセスしやすい環境を整備し、その業務に利用しや

すい内容と構成に整理することとした13。具体的には、以下のとおりである。 

1) PIM をオンライン/オフラインで利用可能なデータベースとして作成する。 

2) WSDP の地方給水事業実施サイクルに沿った内容構成とする。 

3) 給水事業実施機関が、給水事業実施に必要となる、行政手続きと技術的内容を別々に整

理して記載する。 

4) スワヒリ語で記載される内容を拡充する。 
 

プロジェクトによる改訂作業の結果、州の給水チームと自治体の給水チームが、地方給水事

業の実施サイクルに沿って、各々必要となる行政手続きと技術的情報が整理された14。 

同付属資料の改訂作業では、プロジェクトのフェーズ 1 で形成した RWSS 事業サイクルが取

り入れられ、かつ、給水事業関係者用研修パッケージが、研修サンプルとして、活用された。

同様に、プロジェクトの前半に作成された研修補完教材が、計画に係るマニュアルとして取り

入れられた。 

指標 1－2：改訂された PIM に全ての RWSSP 実施機関（州：25、LGA：166）がアクセス可能

になる。 

プロジェクトは、PIM 付属資料の改訂を、現在、Web 上で水省のホームページにアップロー

ドする作業を行なっている15。同作業終了後、情報の技術的なメンテナンスは、水省の ICT 課

が管理を行うこととなっている。 

指標 1－3：RWSSP 実施機関（州：25、LGA：166）の 80%以上が、普及セミナーに参加する。 

2015 年 4 月に、地方給水事業実施機関を対象とした PIM 付属資料の改訂結果に関する普及

セミナーが開催される予定である。同セミナーの開催に際して、水省の次官より地方給水事業

実施機関に対し、出席を要請するレターが発出される予定である。 

指標 1－4：普及セミナーに参加した RWSSP 実施機関の参加者からの評価の 80%以上が“素晴ら

しい” か“良い”となる。 

上記普及セミナーにおいて、地方給水事業実施機関からの参加者に対するアンケートが実施

される予定である。PIM の改訂に先立って実施された質問評価調査の結果を反映した内容とな

っており、同セミナーの参加者である同実施機関から、高い賛同が得られることが予期されて

いる。 

                                                        
12 プロジェクトは、2013 年 4 月に、全国 17 州及び 56 地方自治体を対象とした PIM 利用状況調査を実施した。調査結果より、

地方給水事業実施機関の中で、約 85%が PIM を所有しておらず、所有している組織においても 98%が通常業務に殆ど利用

していなかったことが明らかとなった。その要因として、PIM の構成上の問題や現地語版の不備などが利用を妨げていると

分析された。 
13 2014 年 8 月、PIM の改訂方針に係る質問票調査が給水事業実施機関（25 州、166 自治体）を対象として実施され、90%以上

の回答者より支持が得られた。 
14 自治体給水チームでは 146 の行政手続き及び 80 の技術的内容、州給水チームでは 45 の行政手続き及び 40 の技術的内容の

改訂が必要となった。 
15 2015 年 1 月中にアップロードの作業は終了する予定であったが、遅延している。 
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 ３－３－２ 成果 2 の達成状況 

成果 2：RWSSP に関する CD 実施ガイドラインが作成され、実施機関に周知される。 

成果 2 の活動目標である CD 実施ガイドラインは既に策定されており、水省は同ガイドライ

ンに則った CD 活動の支援予算を来年度に確保することを明らかにしている。従って、指標 2

－1 及び 2－2 は達成されている。指標 2－3 の達成に関しては、4 月にプロジェクトが開催予

定の普及セミナーにおいて、改めて確認されるものの、地方給水事業実施団体からの高い参加

率が想定されるため、成果 2 はプロジェクト終了までに達成することが可能と思われる。 

指標 2－1：CD 実施ガイドラインが策定される。 

CD 実施ガイドライン（地方給水分野）は、プロジェクトによって、2015 年 1 月末に策定さ

れた。 

プロジェクトは、CD 実施ガイドラインの策定に先立って、その策定指針となるコンセプト・

ノートを策定した16。同コンセプト・ノートは、WSDP フェーズ 1 で各実施機関が自由に計画

を策定したため CD 実施予算が過大に請求された教訓を踏まえ、活動分野を限定して予算を抑

えるアプローチが採用された。同コンセプト・ノートを元に、CD 計画策定方法、CD 実施方法、

モニタリングツール等の策定が行われた。その際に、プロジェクトの前半に作成された研修リ

ソース・インベントリーや研修コンサルテーション・マニュアルが、ツールとして取り入れら

れた。 

指標 2－2：CD 実施ガイドラインのドラフト版の WSDP で使用することを水省が公式に承認す

る。 

2014 年 12 月に、プロジェクトは、GIZ の支援を得て WSDP の CD サブグループ会合を開催

した。同会合において、水省・地方給水局の副局長（業務計画担当）より、CD 活動の実施支

援に必要な来年度予算として、130 万ドル程度を確保するとの表明があった。加えて CD 実施

ガイドラインの策定後、地方給水局において CD 活動を継続的に実施する体制の確保の一環と

して、同局スタッフである C/P1 名が責任者として任命された。また、水省全体の CD 活動のモ

ニタリングは、総務人事部（DAHR）が行うこととなった。 

指標 2－3：普及セミナーに参加した RWSSP 実施機関（州：25、LGA：166）の出席率が 80%

以上になる。 

2015 年 4 月に普及セミナーが開催される予定であり、指標 1－3 と同様に、水省次官より地

方給水事業実施機関に対し、出席を要請する予定である。 

                                                        
16 プロジェクトは、2014 年 8 月の WSDP の CD サブグループの会合において、コンセプト・ノートの策定支援を他の関係者

と共同で作成することを表明した後、水省各局のコンセプト・ノート策定支援のため、GIZ と共同で、2 日間のワークショ

ップを実施した。同コンセプト・ノートは、地方給水局との協議を経て、2014 年 9 月に最終化された。また、他分野のコン

セプト・ノートは水省の各担当局から提出された。プロジェクトは、GIZ と共に水セクター全体のコンセプト・ノートを統

合した。 
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 ３－３－３ 成果 3 の達成状況 

成果 3：能力強化を支援する仕組みが、CD 実施ガイドラインを用いた ToT 研修を通じて検証

される。 

プロジェクトは、2015 年 2 月現在、RWST を対象とした ToT 研修を 2 回に分けて実施する。

本終了時評価調査実施時点で、第 1 回目の研修は終了しており、研修の内容に係る参加者の満

足度調査の結果が明らかとなった。第 2 回目の研修は、終了時評価調査の翌週に実施予定であ

り、その後に、指標 3－1 及び 3－2 の達成が確認される。これまでの活動の経緯を考慮すると、

成果 3 の達成は可能と思われる。 

指標 3－1：全国の RWST（25 州）に対する ToT 研修が実施される。 

プロジェクトは、RWST を対象とした ToT 研修を、2 回に分けて実施することとしており、

第 1 回目の「CD 実施ガイドライン及び運営維持管理」研修（2 月 9 日～2 月 13 日）は実施済

である。また、「計画及び実施」研修（2 月 23 日～27 日）が、実施される予定である。同 ToT

研修では、プロジェクトの前半に実施されたパイロット地区の RWST 及び DWST に対する研

修や住民所有給水組織（Community Owned Water Supply Organization：COWSO）のモニタリン

グ支援の実施経験が反映される。 

プロジェクトは水省との間で同研修の内容を協議し、以下の表 3－6 のとおりとした。 

表 ３-６ ToT 研修の内容 

研修テーマ 研修タイトルと内容 

CD 活動の支援 CD 実施ガイドラインの紹介（CD 活動実施のためのガイドラインの内容の説明）

ファシリテーションスキル（受講者のファシリテーション技術の向上） 

運営維持管理支援 COWSO 支援活動のマネージメント（州内の給水施設の運営維持管理に係る支

援活動を強化するため、RWST の役割や責任の理解向上） 

県給水計画の評価 水資源評価方法、経済社会状況の評価方法、給水施設タイプの選択方法 

（県給水計画の策定プロセスを理解し、同計画の評価方法を習得する） 

契約管理支援 事業実施時の契約管理手法（タボラ無償事業の現場視察を通じて、コンサルタ

ントの適正な管理状況を理解し、DWST による適正な契約管理が行われるよう

知識を習得する。） 
 

指標 3－2：ToT 研修の参加者の研修内容に関する評価の 80%以上が“素晴らしい”（“Excellent”）” 

か“良い”（“Good”）となる。 

第 1 回目の「CD 実施ガイドライン及び運営維持管理」研修（2 月 9 日～2 月 13 日）には、

全国から州給水アドバイザーとコミュニティ開発官が、其々、参加した。各州からの出席者率

は 100%であった。 

プロジェクトでは、参加者の研修内容に対する満足度として、「理解度」と「業務への有効

性」から成立すると定義している。同研修全 9 セッションの満足度調査の結果は、１）理解度

（Understanding of sessions）は、80.6%の参加者が‟Excellent”、もしくは‟Good”と評価した。ま

た、２）研修内容の業務への活用度合（Usefulness in your work）については、87.9%の参加者が
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‟Excellent”、もしくは‟Good”と評価した。両者の平均をとると研修内容に‟Good”以上の満足

度を示した参加者は、84.0%であった。 

３－４ プロジェクト目標の達成状況及び上位目標の達成予測 

 ３－４－１ プロジェクト目標の達成状況 

RWSSP の実施機関が事業を適正に実施するための能力開発を支援する仕組みが強化される。

プロジェクト活動の結果として、各指標の達成状況は、以下のとおりである。現在の活動の

経過とその方向性において、プロジェクト目標の達成は予期出来るものである。 

指標 1：改訂された PIM 付属資料（RWSSP）を、WSDP で使用することを水省が公式に承認す

る。 

プロジェクトが PIM 付属資料（地方給水分野）を 2015 年 3 月末に最終化した後に、水省の

次官より、州及び自治体の関係者に向けて同付属資料を紹介するための公式レターが発出され

ることとなっている17。 

プロジェクトは、その利用者である州政府及び自治体の給水事業関係者の視点に立って、PIM

付属資料（地方給水分野）を大幅に改善した18。同 PIM 付属資料（地方給水分野）は、Web 上

で水省のホームページに掲載されると同時に、同付属資料のデータは、光学メディア（DVD-R）

に焼き付けられた上で、各州政府及び自治体に配布される予定である。この結果、全ての地方

給水事業実施機関は、改訂版の PIM 付属資料（地方給水分野）を常時、閲覧することが可能と

なる。 

しかしながら、プロジェクトによって、PIM 付属資料は、WSDP の枠組みの中に設置された

ものの、WSDP の効果的な実施に向けて、水省や WSDP の関係者は、地方給水事業実施機関が

同付属資料を実際に活用しているかどうかを、モニタリングして行くことが必要となる。また、

同付属資料は、その活用状況や給水事業の現状に応じて、必要な時期に適宜、改訂されていく

ことが不可欠となる19。 

指標 2：TWG-2 で改訂された PIM 付属資料（RWSSP）の更新方法が策定される。 

今後、プロジェクトは、PIM 付属資料（地方給水分野）の内容を更新する方法を、水省側に

提案する予定である。 

指標 3：ToT 研修に参加した 80%以上の RWST が、CD 実施ガイドラインに沿って、広域 CD 支

援活動計画を準備する。 

2014 年 10 月の WSDP の合同監督会合（JSM）20で、2015 年 3 月までに、各地方給水事業実

施機関が、新たな CD 実施ガイドラインに沿って、CD 計画を準備することを義務付けると合

意された。プロジェクトは、2015 年 2 月に実施する ToT 研修を通じて CD 実施ガイドラインの

                                                        
17 PIM 全体の改訂作業は、水省の計画事業局が本文の改訂を行っている。また、付属文書については、水資源分野、都市給水

分野、衛生分野、プログラム実施支援分野について、WSDP の各 TWG が担当して行うことになっている。その作業が終了

するのは、おおよそ、4 月末とされている。 
18 PIM 付属資料の改訂前後の比較として、別添資料 2「協議議事録（M/M）」の ANNEX6「Contents of existing PIM Annexes」

及び ANNEX7「Contents of revised PIM Annexes (for RWS)」を参照。 
19 PIM 改訂版（本文、付属資料）の内容の評価は、主にその使用者である実施機関からの意見の反映が重要な要素となる。 
20 Joint Supervising Mission (JSM) of WSDP. 
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普及を図っている。各州政府の参加者は、同研修の中で作成するアクションプランにおいて、

広域 CD 支援活動計画の策定が求められている。そのため、対象となる全 25 州中、少なくとも、

20～22 州（90%～80%）は、実施可能な同活動計画を準備すると想定されている。 

 ３－４－２ 上位目標の達成予測 

RWSSP 実施機関の事業実施能力が強化される。 

現状において、上位目標の達成は、PIM（本文及び付属資料）の継続的な活用と効果的な CD

活動の実施が必要となる。プロジェクトの終了までに、そのような環境が水省において整備さ

れるか見極めが必要である。しかしながら、現状において、そのような条件が整えられるかど

うかを判断することは困難である。 

指標 1：水省の年次総会における質問票調査において、改訂された PIM 付属文書に関して、地

方給水事業実施組織の参加者からの評価の 80%以上が“素晴らしい” か“良い”となる。 

水省の年次総会は、毎年 6 月から 9 月の間に開催され、全国の州政府（州給水アドバイザー）

及び地方自治体（県給水エンジニア）の給水関係者が参加する重要な会合である。同会合にお

いて水省は、地方給水事業実施に携わる関係者から、PIM 付属文書の使用状況や使い易さに関

する情報を直接的に得るための質問票調査を実施することが奨励される。 

指標 2：RWSSP 実施機関に対して CD 実施ガイドラインに沿った広域 CD 支援活動の実施件数

の割合が、計画値に対して 80%以上となる。 

現状において、各州政府が、域内の自治体に対する広域 CD 支援活動をどの程度、継続的に

実施するかを想定することは困難である。 

CD 実施ガイドラインにおいて、各州から提出される広域 CD 支援計画の中で有効性の高い

提案を年間 10 件から 15 件、水省の能力向上・研修局が採択することとなっている。同計画の

予算上限は 30 万ドルと定められており、WSDP フェーズ 2 の実施期間中は、継続的に予算が

支出されることが必要となる。また、2015 年 1 月に水省内に設置された事務次官の諮問会議と

しての CD 実施コミッティーが CD 計画の進捗状況を定期的に確認していくこととなっている。 

３－５ プロジェクトの実施プロセス 

 ３－５－１ プロジェクトの運営管理 

  (1) 合同調整委員会（JCC） 

プロジェクトの運営管理は、日本側及びタンザニア側メンバーで構成される JCC によっ

て行われている。JCC は、プロジェクトの全般的な進捗確認と監督を行うと共に、運営上の

課題について検討を行ってきており、以下の通り、計 6 回開催されている。（第 6 回は、本

終了時評価調査実施期間中に開催された。） 

・第1回： 2011 年 11 月 4 日 

・第2回： 2012 年 6 月 20 日 

・第3回： 2013 年 1 月 24 日 

・第4回： 2013 年 5 月 5 日 
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・第5回： 2014 年 8 月 11 日 

・第6回： 2015 年 2 月 20 日 

  (2) WSDP 会合 

プロジェクトは、WSDP の枠組みの中で、地方給水分野の技術協力事業として実施され

ており、同プログラムの年次会合、JSM や、技術作業部会（Technical Working Group：TWG）

会合において、水省と他ドナー（GIZ、KFW、世界銀行等）、NGO（Water Aid）等とプログ

ラムの実施に係る議論や、プロジェクトの進捗状況の共有、必要に応じた協調活動の調整を

図ってきた。 

また、技術作業部会は、WSDP のフェーズ 1 では地方給水分野（TWG-2）及び能力開発

分野（TWG-4）のメンバーであり、同じくフェーズ 2 では地方給水分野（TWG-2）及びプ

ログラム実施支援分野（TWG-5）のメンバーとなっている。更に、GIZ と共同で、CD サブ

会合を立ち上げており、WSDP の中で CD 分野の活動を主導して来ている。 

 ３－５－２ 活動実施におけるカウンターパート（C/P）との関係性 

プロジェクトの前半において、水省の C/P の積極的な活動への参加が行われず、特に CD 活

動の実施が困難な状況となっていた。しかしながら、第 3 年次においては、C/P のメンバーが

刷新されると共に、日本側専門家チームとの間で、必要に応じた協議が行われるようになった。

その中で、プロジェクト活動の状況が共有されるとともに、課題についての話し合いがなされ

てきた。現状において、日本側専門家チームと水省の C/P の関係性は良好であり、円滑なプロ

ジェクト活動の実施に貢献していると云える。 
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第４章 5 項目評価結果 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの目的は、タンザニア政府の水政策及び地方給水開発を含む水分野開発プログラ

ムの内容と、日本政府のタンザニアに対する援助方針と一致している。また、プロジェクト目標

を達成するためのデザインは適切である。したがって、プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

  (1) タンザニア政府の関連政策及び実施プログラムとの整合性 

本プロジェクトの目標は、以下の国家開発政策及び水セクター開発プログラムの内容と

一致している。 

   1) タンザニア政府国家開発政策 

タンザニア政府は、「タンザニア開発ビジョン 2025」(1999 年)の中で、2025 年までに安

全な水へのアクセス率を地方部で 90%、都市部で 100%まで引き上げることや、水資源管

理能力の強化を目標に掲げている。また、第二次貧困削減戦略である MKUKUTAⅡ(2011

年～2015 年)21では、水供給率の向上を重要課題の一つに掲げている。そして、これらの実

現に向けて、「国家水政策22（2002 年）」、「国家水セクター開発戦略23（2008 年）」の下で、

「水セクター開発プログラム24（2007 年、以下、WSDP）」（2007 年～2025 年）を実施中で

あり、統合的水資源管理と水・衛生サービスに対するアクセスの改善に向けた水セクター

制度及び組織の強化を目指している。 

   2) タンザニアにおける水セクター開発プログラム（WSDP） 

タンザニア政府水省は、同国の給水率の向上を目的として、2007 年 2 月より、WSDP を

SWAps25によって実施している。WSDP は、地方給水/衛生分野の目標として、タンザニア

開発ビジョン 2025 と同じ目標数値を設定している26。同プログラムのフェーズ 1 は、2007

年から 2014 年まで実施された。同フェーズ 2 を開始するに先立って、各援助機関からの

支出で成立するバスケットファンドからの活動資金の有効活用とその効果の最大化のた

めに、州政府や自治体等の事業実施機関が同プログラムの実施マニュアルである PIM を参

照しつつ、適切に活動を実施して行く必要があったことがフェーズ 1 実施の教訓の一つと

して掲げられている。 

  (2) 日本の援助指針と JICA の国別援助方針の整合性 

日本は、対タンザニアへの国別援助方針（平成 24 年 6 月）において、同国の国家戦略に

沿って、環境保全と両立した経済と社会開発を支援することを基本方針としている。そのた

                                                        
21 Mkakati wa Kukuza Uchumi na Kuondoa Umasikini Tanzania(MKUKUTA) 
22 National Water Policy(NAWAPO) 
23 National Water Sector Development Strategy(NWSDS) 
24 Water Sector Development Programme 
25 Sector Wide Approaches 
26 同プログラムは、2007 年から 2014 年まで実施されたフェーズ 1 では、水資源管理、地方給水/衛生、都市給水、組織・制度

開発/能力開発の 4 コンポーネントで構成されており、また、2014 年から開始されたフェーズ 2 では、衛生分野が独立のコ

ンポーネントと成ると共に、組織・制度開発/能力開発コンポーネントが、プログラム実施促進と名称を変更し、計 5 つのコ

ンポーネントと成った。 
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めの重点分野の一つとして、「経済成長と貧困削減を支えるインフラ開発」を掲げており27、

「給水・水資源管理」分野は、その中の開発目標の一つとして設定されている28。同時に、

インフラの効果的な運用と自立的な維持管理のための人材育成に取り組むこととされてい

る。本プロジェクトは、上述の枠組みの中で、地方給水事業の関係者の能力開発を通じた適

切な施設の運営・維持管理を図り、WSDP の推進に寄与することを目的として、実施され

ている。 

  (3) プロジェクト・デザインの妥当性 

現在、プロジェクトは、2014 年 8 月に策定された PDM ver.3 に則って実施されている。

その中で、WSDP の活動を効果的にするために必要な PIM の改訂と、地方給水事業実施組

織の能力開発を円滑に行うためのガイドラインの策定を主な成果としている。更に、これら

の成果物を全国的に普及するために、州政府の給水アドバイザーを対象とした ToT 研修を

実施することとなっている。 

WSDP のフェーズ 1 では、州政府以下の実施機関が給水事業の実施において PIM を参照

しなかったことや、実質的な CD が行われなかったことが問題点として指摘された。フェー

ズ 2 の開始に伴って、水省は他ドナー機関が、上記の課題への対応の必要性が認識される中

で、妥当な活動目標であると共に、これまでのプロジェクトの経験と蓄積を生かして、短い

活動期間で具体的な成果を得るには、適切なプロジェクト・デザインと言える。 

４－２ 有効性 

プロジェクトは、WSDP フェーズ 1 では各ドナーから重要視されながらも取り組みが遅れてい

た PIM 付属資料（地方給水分野）の改訂と CD 実施ガイドラインの策定を、成し遂げつつある。

これらの成果を得るために、プロジェクトのフェーズ 1 及びフェーズ 2 の前半での知識と経験が

十分に活用された。今後、プロジェクトは、PIM 付属資料を、水省の公式な承認を得ると共に、

同資料の更新方法を提示する予定である。また、州給水アドバイザーに対して実施されている ToT

研修を通じて、各州の広域 CD 支援計画の策定を図る予定である。プロジェクト目標は、その実

施期間の終了するまでに達成されることが期待されており、有効性は、高いと言える。 

  (1) プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクトは、PIM 付属資料（地方給水分野）改訂版のドラフトを Web 上で水省のホ

ームページに掲載しており、今後、パブリックヒアリングを経て最終化することとなってい

る。また、同付属資料のデータは、光学メディア（DVD-R）に焼き付けられた上で、各州

政府及び自治体に配布される予定である。その後、水省は、州及び自治体の関係者に向けて、

同付属資料を紹介する公式レターを発出する予定である。これらの取組みにより、WSDP

のフェーズ 1 では、利用率が極端に低かった PIM 付属資料（地方給水分野）について、フ

ェーズ 2 では、全ての地方給水事業実施機関が、常時、閲覧することが可能となる。 

プロジェクトは、今後、同付属資料の更新方法について、水省に提出することとなって

いる。他方、水省や WSDP の他ドナー等の関係者は、WSDP の効果的な実施に向けて、州

                                                        
27 その他に、「貧困削減に向けた経済成長」、「国民すべてに対する行政サービスの改善」の計 3 つの重点分野を掲げている。 
28 その他の開発分野は、「運輸・交通」、「電力・エネルギー」である。 
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政府や自治体が同付属資料を実際に活用しているかどうかを、モニタリングして行くことが

求められる。 

同時に、州政府や自治体など地方給水事業実施機関の CD に関して、プロジェクトは ToT

研修を通じて CD 実施ガイドラインの普及を図ると共に、州政府による広域 CD 支援活動の

詳細計画の策定を支援している。州政府は、自らの CD 計画に加え、域内の自治体を対象と

した広域 CD 支援活動計画を、同ガイドラインに沿って策定する。また、各自治体において

も、CD 実施ガイドラインに則った合理的かつ具体的な CD 計画の策定が期待されている。

水省は同活動計画の実施に必要な予算を、来年度に計上することを決定している。 

  (2) プロジェクト目標達成に影響した内的及び外的要因（促進要因29） 

   1) 内的要因 

PIM 付属資料（地方給水分野）の改訂と CD 実施ガイドラインの策定に関して、プロジ

ェクトのフェーズ 1 及びフェーズ 2 の前半で培った地方給水事業支援の知識と経験が十分

に活用された。PIM 付属資料の構成に地方給水事業の実施サイクルが取り入れられ、また、

様々な研修教材が同付属資料や CD 実施ガイドラインの策定に活用された。 

   2) 外的要因 

WSDP フェーズ 2 は、同フェーズ 1 実施の教訓をもとに計画されており、その過程にお

いて、ドナーなどの関係者において、PIM 及び付属資料の有効活用の重要性が認識された。

そのため、これらの関係者間で、PIM 及び付属資料の改訂に協力していくための認識が共

有された。 

４－３ 効率性 

プロジェクトの投入は、活動や成果の達成に全面的に活用されており、また、プロジェクト前

半と異なり、日常業務における日本人専門家と水省 C/P の関係性は良好である。プロジェクト終

了までに各成果の達成が見込まれているものの、数週間ほど遅れている活動も有り、更なる徹底

管理が必要である。結果として、プロジェクトの効率性は、やや高いと云える。 

  (1) 投入、活動と成果の達成 

プロジェクトの活動において、日本側の投入である専門家の派遣、機材供与、現地業務

費の支出は、その内容と投入時期も適切であり、活動において十分に活用された。日本人専

門家とナショナルスタッフは、各成果の達成に向けて熱心に活動に取り組んだと云える。 

他方、タンザニア側の投入である水省の C/P の配置、ローカルコストの負担、施設や機

材の提供は適切であり、活動において十分に活用された30。第 3 年次の活動では、水省の

C/P は、地方給水局を中心に新たに任命されており、プロジェクトの活動に積極的に参加し

                                                        
29 今般の終了時評価では、プロジェクト目標達成に影響する阻害要因は、特に無かった。 
30 中間レビュー調査では、タンザニア側の行政機構と活動の実施体制が必ずしも合致していないことが、プロジェクト目標達

成の阻害要因と成り得ると指摘された。第 3 年次の活動においては、地方給水局と水資源局に加え、プログラム調整局（PCU）

も C/P としてプロジェクトに参加している。また、州政府及び地方自治体を所掌する首相府地方自治庁（PMO-RALG）もプ

ロジェクトの活動対象として、JCC に参加している。 
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た31。 

プロジェクトは、2013 年 7 月から 1 年の休止期間を経て、PDM ver.3 にもとづき、2014

年 7 月より活動を再開した。それ以降、活動は、多少の遅れはあるものの、概ね、PO の予

定通りに実施されている。しかしながら、プロジェクト終了までに各成果の達成が見込まれ

ているものの、結果を得るためには数週間ほど遅れている活動も有り、更なる徹底管理が必

要である。 

  (2) プロジェクトの運営管理 

JCC は、これまで、計 6 回開催されており、プロジェクトの全般的な進捗確認と監督を行

うと共に、活動上で生じた課題を検討することで、プロジェクトの円滑な運営管理を行って

きた。プロジェクトの第 1 年次及び第 2 年次では日本側専門家チームとタンザニア側 C/P

の関係性が希薄であったことが指摘されているが、第 3 年次の活動においては両者間の密な

コミュニケーションによって関係性は改善された。 

４－４ インパクト 

プロジェクト目標の達成で得られた効果を維持・発展させて上位目標（地方給水事業実施団体

の実施能力強化）に至るには、PIM（本文及び付属資料）の継続的な活用と効果的な CD 活動の

実施が必要となる。プロジェクトの終了までに、そのような環境が水省において整備されるか見

極める必要がある。他方、WSDP に参加する他ドナーは、プロジェクトが改訂した PIM 付属資料

（地方給水分野）を、PIM の本文及び他分野の付属資料の改訂に必要な成功事例として捉えてお

り、今後の展開に高く期待している。一方、ネガティブなインパクトは観察されなかった。従っ

て、現状において、プロジェクトのインパクトは中程度と云える。 

  (1) 上位目標達成の見込み 

水省及び WSDP に参加するドナー機関等は、改訂された PIM が地方給水事業実施機関に

よって継続的に利用されていくことの重要性を認識している32。PIM の活用によって、WSDP

フェーズ 1 で課題となった給水施設の建設に係る建設事業者との契約や、流域河川事務所と

協調して地域の水資源に配慮した自治体の給水計画の策定など、幅広い改善が期待される。 

PIM 及び付属資料が効果的なツールであり続けるには、地方給水事業実施機関による活

用状況や給水事業の現状に応じて、適宜、改訂されていくことが必要である。プロジェクト

は、同付属資料の内容更新方法を、プロジェクト終了までに水省側に提案する予定であり、

同省は、PIM の利用状況をモニタリングしつつ、適宜、改善を図るための組織体制を整備

することが必要となる。現状では、そのような組織体制は整備されていないが、同体制が整

備された場合には、上記したモニタリングによって、地方給水実施機関側の動向を把握する

ことが出来る。その結果を、PIM 及び付属資料の内容の改訂に反映することで、州給水ア

ドバイザーや県給水エンジニアが参加する水省の年次総会において、PIM の内容に関して、

賛同を得ることは容易であると思われる。 

                                                        
31 プロジェクトの C/P 人数は、第 1 年次が 5 名、第 2 年次が 4 名であったが、第 3 年次は 9 名が配置された。 
32 プロジェクトが改訂した地方給水分野の付属資料のみならず、PIM 本文や他コンポーネントの付属資料についても、水省や

WSDP の各 TWG によって、順次改訂されることが期待される。 
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他方、CD 実施ガイドラインに則った州による広域 CD 支援活動の継続的な実施に関して

は、WSDP フェーズ 2 の実施期間中の予算支出が必要となる。現状において、水省は、来

年度の CD 活動向けの予算策定を行う旨の意向を明らかにしているが、翌年度以降について

は明らかとなっていない。また、各州政府が、域内の自治体に対する広域 CD 支援活動をど

の程度、継続的に実施していけるかを想定することは困難である。 

  (2) その他のインパクト 

その他、以下のようなポジティブなインパクトが確認された。一方、ネガティブなイン

パクトは本調査では確認されなかった。 

 プロジェクトによる PIM 付属資料の改訂は、WSDP の他のメンバーにおいて、参考と

すべき事例として見られており、PIM の他部分の改訂も、プロジェクトと同じアプロー

チによって改訂されるべきとの合意がなされている。 

４－５ 持続性 

プロジェクトの効果の持続性に関し、政策や制度面については、タンザニアの政府開発計画及

び WSDP の実施より、引き続き、維持される見込みである。しかし、水省による PIM の活用に

係るモニタリングや必要に応じた改訂を図るための体制作り（地方給水局内の責任の所在の明確

化等）は開始されていない。また、水省による CD 活動の予算の実際の支出状況の検証が必要で

ある。地方給水局の C/P は、プロジェクト終了後も引き続き、PIM 付属資料に関与して行くこと

が想定されているものの、必要に応じて、WSDP の各 TWG において他ドナー機関との協力も必

要と思われる。以上のことから、プロジェクトの持続性は中程度である。 

  (1) 政策・制度的側面 

水省は、現在、2007 年から 2025 年の期間で WSDP を実施しており、同フェーズ 1 は 2014

年 7 月に終了すると同時に、同フェーズ 2 の形成が開始されている。改訂された PIM は、

WSDP の中で実施される活動をより効果的にするものとして、WSDP に参加するメンバー

の間では高い期待がある。そのため、プロジェクトで改訂した PIM 付属資料（地方給水分

野）は、タンザニア政府の正式なプログラムとである WSDP フェーズ 2 においても、引き

続き利用されることが想定される。 

  (2) 組織的・財政的側面 

現在、PIM の活用状況のモニタリングと、状況に応じた更新を図るための組織体制は、

水省の中だけではなく、WSDP の各 TWG の中でも明確化されていない。水省においては、

PIM と付属資料を、地方給水事業実施団体による利用状況をモニタリングし、その内容を

最適な状態に維持していくためのイニシアチブをとることが必要とされている。そして、同

省の地方給水局は、局内で、同付属文書の管理に対応するスタッフを設置するなど、責任を

明確にする必要がある。また、CD 活動に関しては、同局内で、プロジェクトの C/P が、CD

活動の担当者として指名されており33、プロジェクト終了後も業務を継続していくことが望

まれる。 

                                                        
33 同スタッフは、第 3 年次のプロジェクト活動で、CD 実施ガイドラインの策定に従事してきたが、2015 年 2 月一杯で退職し

た。その後任として、新たなスタッフが C/P として配置された。 
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財政的側面に関し、WSDP のフェーズ 2 の業務に係る水省と各ドナー機関との覚書の締

結には至っておらず、バスケットファンドへの支出も始まっていない。各ドナーは、PIM の

改定状況も覚書締結の要素の一つと認識しており、今後の経緯を注視して行く必要がある。

また、水省は、来年度の CD 活動向けの予算策定を行う旨の意向を明らかにしているが、実

際の支出状況を確認することが重要である。更に、翌年度以降の予算計画の方針が具体的な

ものになっていないことにも留意が必要である。 

  (3) 技術的側面 

水省の C/P は、PIM の改訂や、CD 実施ガイドラインに沿って各自治体が実施する CD 活

動をサポートしていくための知識を維持して行くことが期待できる。これらの C/P の継続

的な配置は、PIM 及び CD 実施ガイドラインの更新において、不可欠である。しかしながら、

州政府や自治体の地方給水事業実施機関が、これらのツールの利用を開始した後にどのよう

な技術的問題に直面するかは現時点では予想が難しいことから、TWG を通じて、他ドナー

機関から支援を得ていくことが有効であると思われる。また、ToT 研修に参加した州政府の

給水アドバイザーが各自治体を支援して行くためには、その知識と技術をブラシュアップし

ていくことが効果的である。 

４－６ 結論 

タンザニアで実施されている WSDP がフェーズ 1 からフェーズ 2 に移行するに際して、プロジ

ェクトが行った PIM 付属文書（地方給水分野）の改訂と CD 実施ガイドラインの導入による地方

給水事業実施機関の能力開発を強化していくことは、適切であった。これらは、地方給水事業実

施機関の活動内容を改善することを通じて、WSDP の効果的な実施を実現するためのツールと言

える。プロジェクトは、その前半から得た知識を十分に活用することで、短い実施期間内にこれ

らのツールを策定することが出来た。しかし、プロジェクト目標を十分に達成するためには、各

成果の全ての指標を満たすための活動を更に促進していく必要がある。 

プロジェクト効果の持続性に関し、PIM 改訂版の活用状況に係るモニタリングと必要に応じた

更新を行う適切なメカニズムの確立が必要であり、そのために水省が組織的に対処していくこと

が求められている。また、水省による、CD 活動を継続的に行うための予算の確保と共に、地方

給水事業実施機関による CD 活動の内容に関し、その妥当性をモニタリングすることも重要であ

る。 
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第５章 提言 

プロジェクトは開始後 2 年に 1 年間の中断期間を加えた計 3 年間と、最終年の 1 年間に分けら

れる。プロジェクト目標は先方政府の政策変更や実施体制により、最終年度の開始前に大幅に変

更されている。以下の提言は現在設定されているプロジェクト目標の達成に向けなされたもので

ある。 

５－１ プロジェクト達成に向けての提言 

  (1) 水省のイニシアチブ 

村落給水の継続的な能力開発のため、水省はプロジェクトの活動（会議等への参加のみ

ならず日常のコミュニケーション含む）に更なる参画、関与を行わなければならない。また、

水省はプロジェクト後のモニタリング評価体制の構築についてもイニシアチブを取らなけ

ればならない。 

  (2) PIM Annxes のアクセス確保 

プロジェクトは WSDP-TWG を通じた PIM Annexes の更新や運営方法について提案し、プ

ロジェクト指標の達成を目指しタンザニア国内のすべての実施機関からの PIM Annexes へ

のアクセスを確実にしなければならない。 

  (3) PIM のマネージメント体制の確立 

WSDP-TWG は PIM Annexes のモニタリングや評価に対して積極的な行動をとることが期

待される。WSDP のメンバーである JICA、水省は PIM Annexes の運営管理の機構を考えな

ければならない。PIM Annexes の供用開始をスムーズなものにするために、運営管理の機構

はプロジェクト終了前に準備されなければならない。 

  (4) PIM 供用開始の情報共有 

PIM Annexes は村落給水事業のすべての活動において参照されるべきである。改訂された

PIM Annexes の活用を促進するために、水省は PIM とその Annexes の一貫性を維持する PIM

の主要文書の作成を行わなければならない。水省は WSDP のパートナーに対し、CD 研修予

算の使用に際し必要とされる MoU への署名を促さなければならない。また、水省は PIM 

Annexes 供用開始をすべての州と地方自治体（Local Government Authorities：LGA）に通知

しなければならない。 

  (5) CD 実施ガイドラインのモニタリング 

プロジェクト後、CD 実施ガイドラインの使用開始において、水省はその運営状況をモニ

タリングしなければならない。このモニタリングの主体については、水省下の CD コミッテ

ィーが適切である。CD 実施ガイドラインの活動を効率的にモニタリングするために、評価

団は CD コミッティーにおいて TWG-5 の co-lead が関与することを推奨する。 
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５－２ プロジェクト後に向けた提言 

  (1) PIM の運営 

PIM の活用状況を把握し改善のための情報を定期的に得るために、水省は各州、県のエ

ンジニアが集まる AGM のような機会を提供しなければならない。プロジェクト後、水省は

PIM の活用状況を把握し、その活用促進と PIM にエンジニアからの意見を反映させること

が求められる。 

  (2) LGA での CD 研修の促進 

プロジェクトは RWST にのみ ToT 研修を実施する。プロジェクト後、ToT で共有された

知識は各 LGA にも周知されるべきであるが、これは RWST が主体となって行うため、水省

は RWST が各県に対して実施する研修をサポートすべきである。 

  (3) CD 研修のフォローアップ 

プロジェクトは州の CD予算が評価基準をクリアした 10~15州にのみ配分されることを想

定している。しかし同時に、水省はタンザニアすべての州での村落給水能力強化について責

任を負っている。よって、水省は予算配分に与らなかった州に対して選ばれた州と同等の機

会を確保すべきである。 

５－３ 教訓 

下記の教訓は RUWASA-CAD Phase 2 プロジェクトの実施（1 年目、2 年目含む）を通じて抽出

されたものである。これらの教訓は今後類似のプロジェクトを形成・実施する際に有用だと考え

られる。 

  (1) 前提条件の確保 

フェーズ 2 の開始にあたり、JICA はその実施に十分な予算と C/P がタンザニア政府によ

り準備されると想定していた。しかし、プロジェクトはすぐに C/P がおらず、水省側から

の CD 計画実施への関与がなされないことによりその活動が困難になった。JICA はプロジ

ェクト実施に先立ち必要不可欠な要素が十分に確保されているか、前提条件を確認しなけれ

ばならない。 

  (2) 効率性の追求 

プロジェクトを企画するに際して、JICA は同国内の他の JICA 案件の活用の可能性につい

て検討すべきである。この関連付けはプロジェクトが効率的に成果を生み出すことに役立つ

と考えられる。 

  (3) 外部要因の内部化努力 

プロジェクトが困難に直面した際、適切な情報を関係者間で共有、議論することが問題

解決につながる。プロジェクトが 1 年目で困難に直面した際は、プロジェクトは問題解決に

つながる正確な情報を入手していなかったことから、問題を解決できないまま、プロジェク

ト・デザインも変更できなかった。 

このような場合、プロジェクトは関係者間のコミュニケーションを密にし、状況打破に
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向けたより良い方法を探すことに注力すべきである。 

  (4) 大きな政策変更への対応 

プロジェクト期間中に発表された BRN イニシアチブは、水省内のプロジェクト対応者と

プロジェクトへの活用を企図していた資源の減少をもたらし、プロジェクト実施に大きな影

響を及ぼした。加えてこのイニシアチブの発表は、プロジェクトの長期化とプロジェクト枠

組みの変更につながった。 

プロジェクトは C/P から最新情報を入手するために日常の関係者間でのコミュニケーシ

ョンを密にしなければならない。水省も、日本人専門家と JICA との間でプロジェクトを実

施するために重要な情報を共有しなければならない。 

加えて、BRN 政策は新規設備投資の促進のみならず維持管理（Operation and Maintenance：

O&M）の重要性についても強調していることから、プロジェクトのコンセプトである能力

強化も BRN の達成に貢献し得る。よって水省はプロジェクト成果の重要性を認識し、プロ

ジェクト成果を用いた O&M の促進に向け積極的な行動をとらなければならない。 

  (5) バスケットファンドの活用 

プロジェクトはその活動の実施にバスケットファンドの活用を想定していた。しかしプ

ロジェクト開始後の 2 年間において、その煩雑な手続きとドナー間の協調の必要性から適切

な予算執行を行うことが難しいことが明らかとなった。 

バスケットファンドをプロジェクトの資金源に想定する場合は、JICA はその執行の手続

きと、プロジェクト実施にあたっての影響を確認しておかなければならない。 

  (6) プロジェクトへの専従対応者の設置 

プロジェクトの開始当初、水省はプロジェクトのための専従チームを設置しなかった。

これによりプロジェクト実施上の煩雑な手続きにより日常の業務においても非効率となっ

た。 

JICA は水省にプロジェクトに対応する専従スタッフもしくはチームをプロジェクト開始

前に設置するよう要請するべきである。水省も、そのような要請に対してはプロジェクトの

円滑な実施を確かなものにするために協力すべきである。 

  (7) 既存資源の活用 

プロジェクトは当初、既存の PIM をプロジェクトの資源として使用することを想定して

いた。しかし PIM は使用に耐え得るような作りになっておらず、その改訂が必要となった。

その資源の使用可能性を確認しないままプロジェクトを実施することはプロジェクトの実

施を非効率なものにする。よって JICA は、新規プロジェクトの実施に既存の資源を使用す

る際にはその入手可能性のみならずその状態も確認しておく必要がある。 
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第６章 団長総括 

本プロジェクトは、本年５月に終了することとなるが、評価調査の結果、プロジェクトで想定

した活動はプロジェクト期間内に概ね終了し、想定したプロジェクトの成果・目標を達成する予

定であることが確認できた。しかし、本プロジェクトの開始当初は、フェーズ 1 の成果を利用し、

流域管理事務所、州給水・衛生班、水省コミュニティ給水局における能力開発研修を実施する予

定であったが、能力開発計画の実施は、タンザニア政府の予算（バスケットファンドを利用）や

人材の不足により実施が困難となり、プロジェクトの活動内容及び目標を大幅に変更し、能力開

発を実施するための準備となる能力開発実施ガイドライン作成、州の研修計画作成支援と、プロ

ジェクトの計画段階からモニタリング・評価までの一連の活動を分かり易く説明するための資料

となる PIM の付属文書を作成することを目的とするプロジェクトへと大きく方向性を変更した。 

5 項目評価の結果としては、妥当性、有効性、高い評価とし、効率性はやや高い、インパクト、

持続性については、中程度を付した。 

妥当性については、日本側のタンザニアへの支援方針、タンザニア側においても政府の政策と

事業計画に合致していることからも本プロジェクトは非常に妥当性が高いと考える。有効性につ

いては、プロジェクト目標が予定どおり達成される予定であること、目標に向けた成果・活動が

設定されていたこと、特に CD 実施ガイドラインが活用段階に入っていることからも高い評価と

している。なお、効率性は、投入が予定どおり行われ、成果も発現していること等からもプロジ

ェクトの目標達成に寄与していることが理解できるが、一部の活動が少々遅延していることもあ

り、やや高いと評価している。 

また、インパクト、持続性は、中程度としているが、プロジェクトの上位目標を達成するため

には、今後タンザニア側に予算面、人事面を含めた多大な努力が必要であること、プロジェクト

の成果品である PIM 付属文書と CD 実施ガイドラインを適宜モニタリング及び改訂しつつ事業を

進める必要があるが、効果的な実施には水省内で新たなモニタリング機能が必要となり、上位目

標を達成する確実性は高いとは言えない。 

今回の評価は、プロジェクトの 3 年次を開始するに当たって変更した PDM に基づいて各活動・

指標を確認した結果となっているが、1, 2 年次は、先方政府のバスケットファンドを利用した活

動と人員の配置を期待していたことからプロジェクト活動が停滞した。その背景には、タンザニ

ア政府が水分野においては、地方給水の開発等促進する政策である“Big Result Now”を打ち出し

たことで、人材育成やソフト分野の支援が停滞したこともプロジェクトの進捗を阻害した要因と

して考えられる。また、1, 2 年次はプロジェクト活動に専従の C/P がいなかったことに加えて、

C/P の人材も限られていたことから日本人専門家にもタンザニア側の政策や水分野の動向が適切

に伝達されず、プロジェクトの内容を改定する際にも多大な時間を費やすこととなった。これら

の事項は、教訓にも記載したが、今後のプロジェクト形成においては、実施されるプロジェクト

の周辺環境、C/P の配置、政策や政府の戦略を適切に把握することが求められることを改めて確

認することとなった。 
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また、本プロジェクトは、能力開発研修等の活動にバスケットファンドを利用することとなっ

ていたが、想定どおり予算の配分が行われなかったこと、州による研修計画が作成されていなか

ったこともプロジェクトの進捗に大きな支障を与えることとなった。 

なお、タンザニア側は、日本の支援に対して、敬意と称賛の意を示しつつも、自助努力により

プロジェクト活動を行う意思に欠け、日本人専門家を政府のコンサルタントとして対応している

と思われる発言や行動が散見され、技術協力又は技術移転を行う対象として疑問を抱くことがあ

る。よって、今後の水省への支援については、評価報告書でも示した提言事項（プロジェクト期

間中に対応する 7 つの事項：水省のイニシアチブの発現、PIM 付属書のアクセス確認、PIM 管理

機能の設置、PIM 利用に伴う情報共有、と CD 実施ガイドラインのモニタリング、プロジェクト

終了後には、タンザニア政府による PIM 監理、CD トレーニングの促進、CD トレーニングのサ

ポート）がもれなく実施した場合又は実施のために省全体で尽力した経緯が確認できた場合にの

み、次の支援を考える等の厳しい対応も必要と考える。 

 

以   上 
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Project Design Matrix (PDM3) 
Project Title：Rural Water Supply and Sanitation Capacity Development Project II (RUWASA-CAD 2) in Tanzania                               Project Period：August, 2011 – May, 2015 
Target Group： 【Direct】Staff of the Community Management Support Section of RWSD, MoW staff in charge for CD, Staff of DAHR, PCU and ICT, members of RWST in Tanzania, and PMO-RALG 
 【Indirect】CWST, VWC/COWSO and water users in the pilot communities Version：No. 3 
 Date：August 11, 2014 

Narrative Summary Indicators Means of Verification Important Assumptions 

＜ Overall Goal ＞ 

The capacity of Implementing Agencies (IA’s) to 
implement RWSSP is strengthened.   

 

1. More than ** % of respondents rates “Excellent” or “Good” on the contents and 
structure of the improved PIM in discussions in the JWSR.  

2. The CD support to IAs of RWSSP is provided to more than **% of CD activities 
planned in line with CD implementation guideline. 

 

1. Water Sector Status Report 
 

2. Water Sector Status Report 

 

 

1. The policy and direction on 
the RWSSP are not 
drastically changed by the 
government of Tanzania. 

2. The budget and personnel 
necessary for CD 
implementations are 
continuously allocated to 
RSs and LGAs by the 
government of Tanzania. 

＜ Project Purpose ＞ 

The system of supporting IA’s Capacity 
Development is enhanced for proper 
implementation of RWSSP. 

 

1. The improved PIM Annexes (RWSSP) are authorized by the MoW for official use 
in the WSDP.  

2. The update method of the improved PIM Annexes (RWSSP) is formulated in 
TWG-2. 

3. More than **% of RWST, which participated in ToT training provided by the 
Project, formulates the annual CD plan for their LGAs in line with CD 
implementation guideline. 

 

1. Homepage of MoW  
 

2. M/M of TWG-2 Meeting 
 

3. Result of questionnaire survey 
upon the completion of the 
seminar 

 

1. WSDP dialogue meetings 
are regularly held. 

2. The policy and direction on 
CD (RWSD-RS-LGA) are 
not drastically changed by 
the government of Tanzania. 

＜ Outputs ＞ 

1. The existing PIM Annexes for RWSSP are 
improved and acknowledged among IAs of 
RWSSP. 

 

 
1-1. The improved PIM is prepared. 

1-2. The improved PIM becomes accessible to all IAs (RS:25, LGA:166) of 
RWSSP. 

1-3. More than 80% of IAs of RWSSP (RS:25, LGA:166) participate in the 
dissemination seminar. 

1-4. More than 80 % of participants from IAs of RWSSP in the dissemination 
seminar rate “Excellent” or “Good” on the contents of the improved PIM. 

 
1-1. M/M of TGW-2 Meeting 

1-2. Homepage of MoW 
 

1-3. M/M of the dissemination 
seminar 

1-4. M/M of the dissemination 
seminar 

 

 

 

2. The CD Implementation Guideline for 
RWSSP is authorized and acknowledged 
among IAs.  

2-1. The draft CD Implementation Guideline is prepared. 

2-2. The draft CD Implementation Guideline is authorized by MoW for official use 
in the WSDP. 

2-3. More than 80% of IAs of RWSSP (RS:25, LGA:166) participate in the 
dissemination seminar. 

2-1. Report from CD sub-group 

2-2. M/M of TWG-5 Meeting 
 

2-3. M/M of the dissemination 
seminar 

3. The supporting system of CD is verified 
through ToT training with the CD 
Implementation Guideline and PIM. 

3-1. ToT training is conducted with participation from all RWST (25 RSs). 

3-2. More than 80 % of participants for ToT training rate “Excellent” or “Good” on 
the contents of the training. 

3-1. Report on ToT Training 

3-2. Result of questionnaire survey 
upon the completion of the 
seminar  

 

＜ Activities ＞ 

1-1. Conduct PIM utilization study for identifying factors controlling the use of PIM by the 
users and collecting the requirements as in the contents of PIM from users. 

1-2. Assess the contents of PIM from the technical points of view and identify the areas and 
focuses required for the improvement. 

1-3. Formulate the approach and methodology for improving PIM through the workshop with 
the participation of IAs. 

1-4. Draft the terms of reference (TOR) for improvement of PIM and finalize it in TWG-2. 

1-5. Identify the contents of the existing PIM and available documents still relevant to the 
current framework of the WSDP and restructure them for improving the contents of PIM. 

1-6. Prepare the annexes of PIM for RWSSP according to TOR. 

1-7. Translate the prepared PIM into Swahili according to TOR. 

1-8. Computerize all the prepared PIM as the PIM database. 

1-9. Finalize the preparation of PIM in TWG-2.  

1-10. Unveil computerized PIM on the homepage of MoW and conduct the public hearing on its 
readiness to the official commission. 

1-11. Revise contents of computerized PIM based on the comments/suggestions obtained from 
the public hearing. 

1-12. Conduct a seminar for disseminating the computerized PIM. 

 

2-1. Participate in CD sub-group of TWG-5 as a co-chair. 

2-2. Assess the situation of CD implementation under WSDP and identify potential measures 
for its improvement. 

2-3. Draft the approach and methodology for preparing the CD Implementation Guideline and 
finalize it in TWG-5. 

2-4. Draft the CD Implementation Guideline and discuss it in WSDP dialogue for its approval. 

2-5. Conduct a seminar for disseminating the CD Implementation Guideline. 

 

3-1. Assist RWSD to formulate the ToT training plan and curriculum for RWSTs. 

3-2. Conduct ToT training to RWSTs in the mainland of Tanzania. 

3-3. Prepare the training report including an assessment of ToT training.  

3-4. Examine the improved PIM and CD Implementation Guideline with the result of ToT 
training implementation, prepare the recommendation for the better utilization of the 
improved PIM and CD Implementation Guideline, and finally present it to TWG-2. 

 

＜ Inputs ＞ 

Japanese Side 

1. Experts 

(1st to 2nd years of the Project) 

・ Chief Advisor/Community Water 
Supply 

・ Institutional Capacity Development 

・ Hydrogeology 

・ Operation and Maintenance of 
Water-supplying Facility 

・ Training Material Coordinator 

・ Facilitation of Rural Water Supply 
and Sanitation 

 

(3rd year of the Project) 

・ Chief Advisor/Community Water 
Supply 

・ Deputy Chief Advisor/ Institutional 
Capacity Development 

・ Water Supply Planning･Groundwater 
Development/PIM Database 

・ Rural Water Supply Project 
Implementation 

Operation and Maintenance of Water 
Supply Facility 

 

2. Training of counterpart personnel in 
Japan and/or the Third Countries 

 

3. Provision of machinery and equipment 

 

4. Local expenses for the project activities 
which are not covered by Tanzania side 

・ Expenses for workshops/seminar 

・ Teaching materials for training 

・ Others 

 

Tanzanian side 

1. Personnel  

Project Director  

Project Manager  

Counterparts  

 

2. Provision of the project offices 
and facilities necessary for the 
project implementation  

 

3. Local expenses for the project 
activities 

- Running costs for project 
office and facilities such as 
electricity, water, etc.  

 

 

 

1. TWG-2 and TWG-5 
are held timely as 
required. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ Pre-Condition ＞ 

1. Appointment of full 
time counterpart to the 
Project 
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A3-1 

16th February 2015 

Update of Project Design Matrix (PDM) Version 3 

for the RUWASA-CAD Phase-II Project 

Update of the PDM by setting of the rate of indicator and revision of a few minor points is proposed to 

be replaces as version 3.1 explained in table below. Other parts remain unchanged from PDM version 

3.0 which was agreed with the 5th JCC meeting held on 11th August 2014.  Other parts remain 

unchanged from PDM 3.0. 

【Indicators】 

PMD 3.0 PDM 3.1 Reason for Change 

Overall Goal 

1. More than ** % of
respondents rates “Excellent”
or “Good” on the contents and
structure of the improved PIM
in discussions in the JWSR.

【Means of Verification】 

Water Sector Status Report 

1. The results of the questionnaire
survey by AGM (Annual General
Meeting) show that more than
80 % of IAs implement RWSP
by referring improved PIM 
Annexes.

【Means of Verification】 

Questionnaire survey by AGM 
(Annual General Meeting) 

The target value is set to the level 
which is expected to be achieved and 
the consideration of other elements 
by the ex-post evaluation scheduled 
on three years after the completion of 
the Project. 

2. The CD support to IAs of
RWSSP is provided to more
than **% of CD activities
planned in line with CD
implementation guideline.

2. The CD support to IAs of 
RWSSP is provided to more than
80% of CD activities planned in
line with regional scale CD 
implementation procedure 
stipulated CD implementation 
guideline.

The target value is set to the level 
which is expected to be achieved and 
the consideration of other elements 
by the ex-post evaluation scheduled 
on three years after the completion of 
the Project. 

Project Purpose

3. More than **% of RWST,
which participated in ToT
training provided by the
Project, formulates the annual
CD plan for their LGAs in line
with CD implementation
guideline.

3. More than 80% of RWST, 
which participated in ToT 
training provided by the 
Project, formulates the annual
CD plan for their LGAs in line
with regional scale CD 
implementation procedure 
stipulated in CD 
implementation guideline. 

Since the indicator of Output 3, the 
verification of support system of CD 
by ToT training set as 80% of 
participants for the training rate 
“Excellent” or “Good” on the 
contents of the training, the same 
rate is to be used. 
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A. プロジェクトの実績及び実施プロセスの検証

　情報／指標 　データ取得先 　データ取得方法

大項目 小項目   

1-1-1 上位目標は達成される見込みがあるか？ 上位目標の指標は以下のとおり。  

1. WSDP年次会議での協議において、改良されたPIMの構成と内容について、参加者

からの評価の**%以上が“素晴らしい” か“良い”となる。

水分野現状報告書、水省レポート、文章等 文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2.  RWSSP実施機関に対してCD実施ガイドラインに沿った能力強化支援の実施件数の

割合が、計画値に対して**％以上となる。（注：CD実施ガイドラインのモニタリング
手法決定後に最終化する。）

水分野現状報告書、水省レポート、文章等 文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

プロジェクト目標の指標は以下のとおり。

1.「改良されたPIM付属資料（RWSSP）を、WSDPで使用することを水省が公式に承
認する。」

水省のホームページ、水省レポート、文章、プロジェクト報
告書、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイ
ンタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2. 「TWG-2で改良されたPIM付属資料（RWSSP）の更新方法が策定される。」 TWG-2会合の議事録、水省レポート、文章、プロジェクト報
告書、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイ
ンタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

3. 「ToT研修に参加した**%以上のRWSTが、CD実施ガイドラインに沿った年間能力
強化計画を準備する。」

質問票調査結果、プロジェクト報告書、水省レポート、文
章、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイン
タビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

1-3  各成果の達成状況 成果1の指標は以下のとおり。

1-1. 「改良されたPIMが策定される。」

TWG-2会合の議事録、水省レポート、文章、プロジェクト報
告書、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイ
ンタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

1-2. 「改良されたPIMに全てのRWSSP実施機関（州：25、LGA：166） がアクセス可
能になる。」

水省のホームページ、水省レポート、文章、プロジェクト報
告書、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイ
ンタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

1-3. 「RWSSP実施機関（州：25、LGA：166）の80％以上が、普及セミナーに参加す
る。」

質問票調査結果、プロジェクト報告書、水省レポート、文
章、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイン
タビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

1-4. 「普及セミナーに参加したRWSSP実施機関の参加者からの評価の80％以上が“素
晴らしい” か“良い”となる。」

質問票調査結果、プロジェクト報告書、水省レポート、文
章、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイン
タビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

成果2の指標は以下のとおり。

2-1. 「 CD実施ガイドラインが策定される。」

CDサブグループ議事録、プロジェクト報告書、日本人専門
家チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-2. 「CD実施ガイドラインのドラフト版のWSDPで使用することを水省が公式に承認
する。」

TWG-5会合議事録、プロジェクト報告書、日本人専門家チー
ム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-3. 「普及セミナーに参加したRWSSP実施機関（州：25、LGA：166）の出席率が

80％以上になる。」

質問票調査結果、プロジェクト報告書、水省レポート、文
章、日本人専門家チーム及び水省カウンターパートへのイン
タビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

成果3の指標は以下のとおり。

3-1. 「全国のRWST（25州）に対するToT研修が実施される。」

ToT研修報告書、プロジェクト報告書、日本人専門家チーム
及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

3-2. 「ToT研修の参加者の研修内容に関する評価の80％以上が“素晴らしい” か“良い”
となる。」

質問票調査結果、プロジェクト報告書、日本人専門家チーム
及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

評価項目
　評価設問

1-3-2 成果2「RWSSPに関するCD実施ガイドラインが作
成され、実施機関に周知される。」は、達成されている
か？

「RWSSP実施機関の事業実施能力が強化される。」

1-1 上位目標の達成見込み1. プロジェク
トの実績

1-2-1 プロジェクト目標は達成される見込みがあるか？

「RWSSPの実施機関が事業を適正に実施するための能力
開発を支援する仕組みが強化される。」

1-2 プロジェクト目標の達成見込み

1-3-3 成果3「能力強化を支援する仕組みが、CD実施ガイ

ドラインを用いたToT研修を通じて検証される。」は、
達成されているか？

1-3-1　成果１「RWSSPに関する既存PIM付属資料が改良
され、実施機関に周知される。」は、達成されている
か？
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1-4  投入実績 1-4-1 日本側投入 ①専門家の派遣 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

②現地職員 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

③ 現地業務費　－

a) セミナー/現地研修の実施

b) 機材供与、施設整備

プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

④本邦研修、第3国研修 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

1-4-2 タンザニア側投入 ① カウンターパートの配置 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

② ローカルコスト負担 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

③ 施設等の提供 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-1  実施プロセスの適正度 2-1-1 計画に則った活動の実施 計画と実際の実施状況に係る状況の比較 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-1-2 活動における日本人専門家の活動や技術移転の適
切度

カウンターパート側の能力向上状況と日本側専門家の関わり プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-1-3 実施機関やカウンターパートのプロジェクトへの
関与度合い

プロジェクトの実施におけるカウンターパートや関連機関の関与の度合い プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-1-4 カウンターパート機関側の投入の適正度 必要な人材の配置、必要な機材の設置、プロジェクト活動への必要な経費の支出等 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-2　プロジェクトマネージメント 2-2-1 モニタリング・システムの有無とその機能 プロジェクト活動のモニタリング計画と現状 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-2-2 活動における日本専門家及び関係者とバングラデ
シュ側カウンターパートとの関係性

日本側専門家とバングラデシュ側カウンターパートのコミュニケーションの頻度やそ
の状況

プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-2-3 プロジェクトの管理における意思決定状況 プロジェクトの意思決定に係るバングラデシュと日本側による会合等の実施状況 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-2-4 他組織、機関との協力関係 プロジェクト活動における、その他の機関や組織との調整や協力状況 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2-3 その他 2-3-1 その他、プロジェクトの活動における阻害要因、
対象地の特殊性等

プロジェクトの運営に関わる、政府政策や予想外の状況の発生などの外部要因の有無 プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタ
ビュー、質問票等の実施

2. プロジェク
トの実施プロ
セス
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B．5項目評価

　情報／指標 　データ取得先 　データ取得方法

大項目 小項目   

3-1-1 上位目標及びプロジェクト目標はタンザニア政府

の政策と合致しているか。

タンザニア政府開発政策等との一致や整合性の
確保

水省報告書、WSDP文書、プロジェクト報告書、日本人専門
家チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

3-1-2 上位目標及びプロジェクト目標は支援対象のニー

ズと合致しているか。

支援対象のニーズとの合致 水省報告書、WSDP文書、プロジェクト報告書、日本人専門
家チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

3-2-1 プロジェクトは日本の政府開発援助及びJICAの技

術協力事業として適切か。

日本政府ODA政策とJICAの技術協力計画等との

一致

水省報告書、WSDP文書、プロジェクト報告書、日本人専門
家チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

3-2-2 プロジェクトの実施に関し、日本の技術の優位性

はあるのか

他ドナーの事業やプログラムとの比較 水省報告書、WSDP文書、プロジェクト報告書、日本人専門
家チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

3-3-1 プロジェクト目標の達成において、活動の種類、

実施順位等、成果の構成等、適切にデザインされてい
たか。

ログフレームやプロジェクト形成時の状況 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

3-3-2 対象地域の選定は適切であったか。 計画時における対象地域と現状の比較 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

4-1 プロジェクト目標の達成状況 4-1-1 投入、活動、アウトプットの実績の状況を鑑み
て、プロジェクト目標達成の見込みはあるのか。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

4-2-1 アウトプットはプロジェクト目標を達成するた
めに十分であるか。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

4-2-2 プロジェクトの外部条件は現時点でも正しいか、

今後とも満たされる可能性はあるのか。

外部要因、環境の変化など 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

4-3-1 プロジェクト目標の達成において、活動と計画に

影響するポジティブな要因はあったか。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

4-3-2 プロジェクト目標の達成において、活動と計画に

影響するネガティブな要因はあったか。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

5-1-1 成果の達成度は適切か（実績と目標との比
較）。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

5-1-2 成果達成を阻害した要因はあるのか。

プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

5-2 活動の効率性の確保 5-2-1 活動は成果を創出するために十分な活動であっ
たか。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

5. 効率性

（斜体字につい
てはプロジェク
トの実績の項参
照）

5-1 成果の達成度

評価項目
　評価設問

4-2 プロジェクト目標を達成におけるプロ

ジェクト・デザインの適正度

4．有効性

（斜体字につい
てはプロジェク
トの実績の項参
照）

4-3 プロジェクト目標の達成を阻害する要

因はあるか。

3-2 日本の政府開発援助としての適格性

3. 妥当性

3-3 プロジェクトデザインの適切度

3-1 上位目標及びプロジェクト目標等とタ

ンザニアの国家政策や、対象地域のニーズ
等との整合性
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①専門家の配置 （人数、時期、分野）

②機材供与 （種類、数、時期）

③本邦研修の実施 （時期、人数、研修内容）

④現地業務費の支出状況（現地研修、セミ
ナー、ワークショップの実施等）

⑤現地スタッフの活用

①カウンターパートの配置（人数、時期、分
野）

②ローカルコストの負担状況

③機材や施設の提供

5-3-3  投入は十分に活用されたか。 1) 人材、2) 資器材と施設、3) 現地業務費他 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

5-3-4  プロジェクトは効率的に運営されたか。

プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

6-1-1 上位目標は達成見込みか、また、阻害要因はあ
るのか。 プロジェクトの実績の項参照

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

6-1-2 プロジェクト活動実施機関に対するインパクト

(政府機関間の関係性の向上、業務の効率化等）はあっ

たか。

関連する政府政策、プログラム等 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

6-1-3  プロジェクトの実施による予期しないポジティブ

なインパクトはあるのか。

予期しなかったポジティブ・インパクト 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

6-1-4 プロジェクトの実施による予期しないネガティブ

なインパクトはあるのか。

予期しなかったネガティブ・インパクト 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

7-1-1 中央政府及び地方政府において、PIMの活用, CD
ガイドラインに沿った活動支援を持続していいくため
の政策や制度的な措置はなされるのか?

対象分野や地域における政府政策の現状と今後
の方針等

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

7-1-2 水省は、PIMの活用, CDガイドラインに沿った活

動支援を持続していいくための財政的な措置や組織体
制の充実はなされるのか？

水省における組織及び財政状況 水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

7-1-3 水省のカウンターパート、研修を受けた州職員

は、PIMやCDガイドラインに係る技術や知識を維持し

ていくと思われるか？

水省カウンターパートや他スタッフの知識、技
術レベル、配置状況等

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

 

7. 持続性（見込

み）

7-1 プロジェクト効果の持続性の確保

6. インパクト

（斜体字につい
てはプロジェク
トの実績の項参
照）

6-1 プロジェクト実施による長期的及び他

分野におけるインパクト

5-3-2  タンザニア側の投入は適切であったか。

5-3 成果を生産するための投入の適正度

（投入時期、投入量及び質）

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

プロジェクト報告書、日本人専門家チーム及び水省カウン
ターパートへのインタビュー

文献調査、インタビュー、
質問票等の実施

水省報告書、文書、プロジェクト報告書、日本人専門家
チーム及び水省カウンターパートへのインタビュー

5-3-1 日本側の投入は適切であったか。
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